様式第１（第６条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付申請書
　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第６条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請いたします。
記
１　補助事業の名称
２　補助事業の目的及び内容
      　別紙１　実施計画書又は整備計画書のとおり
３　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　　（うち消費税及び地方消費税相当額  　　　　　　　　　円）
４　補助事業に要する経費及び補助金の配分額
      　別紙２　経費内訳のとおり
５　補助事業の開始及び完了予定年月日
　　　　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
６　その他参考資料
                                      ↓
注１　補助事業の名称は、要綱第４条第１項の各号の事業名を記載すること。
２　別紙１の作成について、温暖化対策市場化直結技術開発事業にあっては別紙１の１により、CDM/JI設備補助事業にあっては別紙１の２により、廃棄物処理施設における温暖化対策事業にあっては別紙１の３により、再生可能燃料利用促進事業にあっては別紙１の４により、生ごみ利用燃料電池等普及促進事業にあっては別紙１の５により、都道府県センター普及啓発・広報事業にあっては別紙１の６により、地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター（起業支援）事業にあっては別紙１の７により、超低硫黄軽油導入普及に係る設備省エネ化等事業にあっては別紙１の８により、余剰エネルギー連携利用設備整備事業にあっては別紙１の９により、温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助事業にあっては別紙１の１０により、再生可能エネルギー高度導入地域整備事業にあっては別紙１の１１により、業務部門二酸化炭素削減モデル事業にあっては別紙１の１２により、省エネ型低温用自然冷媒冷凍装置の普及モデル事業にあっては別紙１の１３により記載すること。
３　別紙２の作成について、ＣＤＭ／ＪＩ設備補助事業にあっては別紙２の２により、廃棄物処理施設における温暖化対策事業にあっては別紙２の３により、都道府県センター普及啓発・広報事業にあっては別紙２の４により、地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター（起業支援）事業にあっては別紙２の５により、再生可能エネルギー高度導入地域整備事業にあっては別紙２の６により、業務部門二酸化炭素削減モデル事業にあっては別紙２の７により、省エネ型低温用自然冷媒冷凍装置の普及モデル事業にあっては別紙２の８により、その他の事業にあっては別紙２の１により記載すること。
４　ＣＤＭ／ＪＩ設備補助事業のうち設備整備事業にあっては、別紙３に記載し添付すること。
５　この申請書には、経理状況説明書（直近の２決算期に関する貸借対照表及び損益計算書）及び定款又は寄付行為を添付すること。
６　その他参考資料については、事業ごとに必要となる参考資料を添付すること。
別紙１の１
温暖化対策市場化直結技術開発事業実施計画書
	技術開発事業名
	  (例)□□における□□のための□□に関する技術開発（10ポイントで記入すること）

	代表事業者
右の欄は9ポイントで記入すること
	技術開発課題代表者

	
	氏名
	生年月日
	所属機関名・部局・役職名
	所属機関所在地

	
	地球　一郎
	1961年01月01日
	○○株式会社環境事業本部担当部長
	〒111-1111　○○県○○市…

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	XX-XXXX-XXXX
	XX-XXXX-XXXX
	mmmmmmmm@mm.mm.jp
	

	
	経理責任者

	
	氏名
	生年月日
	所属機関名・部局・役職名
	所属機関所在地

	
	起業　二郎
	1961年01月01日
	○○株式会社経理担当マネージャー
	〒111-1111　○○県○○市…

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	XX-XXXX-XXXX
	XX-XXXX-XXXX
	mmmmmmmm@mm.mm.jp
	

	技術開発の主たる
実施場所
	名称、所在地
○○株式会社技術研究所　　○○県○○市…（9ポイントで記入すること）

	共同事業者
右の欄は9ポイントで記入すること
	機関・組織等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	所属部局・役職名
	電話、FAX番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	○○○○株式会社
	技術　開発
	エコロジー事業部リーダー
	03-3333-3333

03-4444-4444
	mmmmmmmm@mm.mm.jp

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	総事業費（千円）
	当該年度
	翌年度
	翌々年度
	合計

	
	
	
	
	

	<技術開発の概要・目的・ポイント・目標>

　技術開発の概要・目的・ポイント・目標を簡潔に記載する。（10ポイント、各２００字以内で記入）

	【概要】
【目的】
【ポイント】
【目標】


	※なるべく１ページで記入すること。複数ページにわたる場合は、本ページと同様、右上に代表者氏名を記入すること。
	<技術開発課題代表者氏名>
	　(例)　地球　一郎

	<技術開発の必要性・緊急性・新規性・先駆性>

　事業の必要性（エネルギー起源ＣＯ２削減の観点からなぜ必要か）・緊急性（なぜ今やるのか）・新規性（何がこれまでにない新規な点か）・先駆性（競合技術の開発・競合者と比べリードしている点は何か）を簡潔に記載する。（10ポイント、各２００字以内で記入すること）

	【必要性】
【緊急性】
【新規性】
【先駆性】


	<開発する技術のＣＯ２対策としての費用対効果・技術の商品化又は事業化の見込み>　
事業の対象とする技術が商品化された場合、適用される分野とそのエネルギー起源ＣＯ２の削減効果、ＣＯ２１トンを削減するのに要する追加的コスト（イニシャルコスト及びランニングコスト）を記載すること。その計算根拠のわかりやすい説明も付記すること。
また、開発終了後の商品化・事業化のステップ・時期を説明すること。（10ポイントで記入すること）

	【費用対効果】
【費用対効果の計算根拠】
【商品化・事業化の見込み】



	※なるべく１ページで記入すること。複数ページにわたる場合、右上に代表者氏名を同様に記入すること。
	<技術開発課題代表者氏名>
	　(例)　地球　一郎

	＜技術開発事業の事業計画＞　
· 毎年の技術開発の内容・方法・毎年の達成目標を定めた事業計画を記載すること。（10ポイントで記入すること。枠内に適宜図表を挿入してもよい。）また、昨年度までの技術開発の進捗状況・成果も記載すること。

	【事業計画】
【昨年度までの進捗状況・成果】


	<技術開発の実施体制>　
技術開発の実施体制・組織を簡潔に記載すること。（10ポイントで記入すること）

	【実施体制】

	＜他の助成制度の申請について＞ 
※他の助成制度で実施中または申請予定の関連する技術開発の有無と、助成制度名、課題名、概ねの予算規模、本事業との関係について簡潔に記載すること。

	（10ポイントで記入すること）


別紙１の２
ＣＤＭ／ＪＩ設備補助事業実施計画書
	  事業の名称
	

	 代表事業者名

	　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施責任者

	
	　　 氏　　名
	 　所属機関名・部局・役職名
	     　　所属機関所在地

	
	
	
	

	
	   電話番号
	   FAX番号
	　　 E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　経理責任者

	
	　　 氏　　名
	　　所属機関名・部局・役職名
	     　　所属機関所在地

	
	
	
	

	
	   電話番号
	　 FAX番号
	　　 E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	
	
	
	

	事業の主たる
実施場所
	名　　　称
所　在　地
	

	  共同事業者
	機関・組織等の名称
	           　　　　事業実施責任者

	
	
	　 氏名
	 所属部局・役職名
	電話、FAX番号
	 E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	　総事業費
　（千円）
	 　当該年度
	 　 翌年度
	 　翌々年度
	 　 合　計

	
	
	
	
	

	　事業の概要
	

	　事業の目的
	

	　事業の方法、
　内容
	

	　事業の効果

	


別紙１の３
廃棄物処理施設における温暖化対策事業整備計画書
	事業の名称
	

	事業実施の
代表者
	氏      名
所属機関・部署
所　在　地
TEL/FAX
役　　　職
	

	経理責任者
	氏　　　名
所属機関・部署
所　在　地
TEL/FAX
役　　　職
	

	事 業 実 施 の
主たる実施場所
	名　　　称
所　在　地
	

	事業の概要

	

	事業の目的
	

	事業の方法、内容
１.廃棄物発電、バイオマス発電の場合（発電方式、発電出力（定格最大）、年間発電量、発電効率、廃棄物の種類・処理計画量、その他）
２.廃棄物熱供給、バイオマス熱供給の場合（熱利用用途、熱供給方式、熱供給量（時間あたり及び年間）廃棄物の種類・処理計画量、その他）
３.バイオマスコージェネレーションの場合（発電方式、発電出力（定格最大）、年間発電量、発電効率、熱利用用途、熱供給方式、熱供給量（時間あたり及び年間）廃棄物の種類・処理計画量、その他）
４.廃棄物燃料製造、バイオマス燃料製造の場合（燃料の種類、燃料使用用途、エネルギー回収率、発熱量、時間あたり設備能力量、年間生産予定量、廃棄物の種類・処理計画量、その他）
	

	実施時期
	

	事業の効果
（二酸化炭素排出抑制効果、石油代替効果、環境への影響、他事業等への波及効果、その他）
	


（注）本整備計画書の参考資料として、以下の物を添付すること。
① 設備のシステム図、配置図
②（１）廃棄物発電、バイオマス発電の場合
　　　　　発電効率について、計算式、メーカー証明などの算定根拠資料
（２）廃棄物熱供給、バイオマス熱供給の場合
　　　　　熱供給量について、計算式、メーカー証明などの算定根拠資料
　　　（３）バイオマスコージェネレーションの場合
　　　　　省エネ率について、計算式、メーカー証明などの算定根拠資料
　　　（４）廃棄物燃料製造、バイオマス燃料製造の場合
　　　　　エネルギー回収率、発熱量について、計算式、メーカー証明などの算定根拠資料
③本事業に係る廃棄物の入手先・種類・処理計画量方法及び受入れ条件等が分かる資料
④廃棄物処理施設設置に係る許可取得状況（申請中の場合は見通し等）
⑤地元調整状況
⑥事業の効果（二酸化炭素排出抑制効果、石油代替効果、環境への影響など）の算定根拠資料
⑦事業収支計画が分かる資料
⑧会社概要
⑨本事業の実施体制
⑩登記簿謄本
⑪事業実績、決算書（最近２営業期間）
⑫事業実施予定地の位置図／国土地理院発行地図（必要に応じ現地写真）
別紙１の４
再生可能燃料利用促進事業整備実施計画書
	事業の名称
	

	事業実施の
代表者
	氏名
所属機関・部署
所在地
電話／ＦＡＸ
役職
	

	経理責任者
	氏名
所属機関・部署
所在地
電話／ＦＡＸ
役職
	

	事業の主たる実施場所
	名称
所在地
	

	事業の概要
	

	事業の目的
	

	事業の方法、
内容
（整備する施設の種類、規模、バイオエタノール混合燃料の製造量、その他）
	

	事業費
	当該年度
	翌年度
	翌々年度
	
	合計

	
	　　　千円
	千円
	　　　千円
	
	　　　千円

	実施時期
	

	事業によるＣＯ２削減効果
	


注：本計画書に設備のシステム図、配置図及び実施予定地の位置図を添付すること。
　　また、記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用すること。
別紙１の５
生ごみ利用燃料電池等普及促進事業整備実施計画書
	事業の名称
	

	事業実施の
代表者
	氏名
所属機関・部署
所在地
電話／ＦＡＸ
役職
	

	経理責任者
	氏名
所属機関・部署
所在地
電話／ＦＡＸ
役職
	

	事業の主たる実施場所
	名称
所在地
	

	事業の概要
	

	事業の目的
	

	事業の方法、
内容
（コジェネの方式、出力（定格、最大）、年間供給量、総合効率、バイオマスの種類・処理量、その他）
	

	事業費
	当該年度
	翌年度
	翌々年度
	
	合計

	
	　　　千円
	千円
	　　　千円
	
	　　　千円

	実施時期
	

	事業によるＣＯ２削減効果
	


注：本計画書に設備のシステム図、配置図及び実施予定地の位置図を添付すること。また、記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用すること。
別紙１の６
都道府県センター普及啓発・広報事業実施計画書
	事業の名称
	

	事業実施の
代表者
	氏      名
所属機関・部署
所　在　地
TEL/FAX
役　　　職
	

	経理責任者
	氏　　　名
所属機関・部署
所　在　地
TEL/FAX
役　　　職
	

	事 業 実 施 の
主たる実施場所
	名　　　称
所　在　地
	

	事業の概要
	

	事業の目的
	

	事業の方法、内容
	

	事業の効果

	


別紙１の７
地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター（起業支援）事業実施計画書
	事　業　名
	  (例) 家庭用省エネルギーサービス事業
（10ポイントで記入してください。事業内容を反映した簡潔な事業名としてください。）

	事業実施者（法人名）
10ポイントで記入してください
	（例）○○株式会社

	事業実施者の
代表者氏名
右の欄は9ポイントで記入してください
	氏名（上段フリガナ）
	生年月日
	所属機関名・部局・役職名

	
	　チキュウ　イチロウ
　　地球　一郎
	1961年01月01日
	○○株式会社代表取締役

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	所属機関所在地

	
	XX-XXXX-XXXX
	XX-XXXX-XXXX
	mmmmmmmm@mm.mm.jp
	〒111-1111　○○県○○市…

	経理責任者
右の欄は9ポイントで記入してください
	氏名（上段フリガナ）
	生年月日
	所属機関名・部局・役職名

	
	　キギョウ　ジロウ
　　起業　二郎
	1961年01月01日
	○○株式会社経理担当役員

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	所属機関所在地

	
	XX-XXXX-XXXX
	XX-XXXX-XXXX
	mmmmmmmm@mm.mm.jp
	〒111-1111　○○県○○市…

	事業の主たる実施場所
	名称
	
	所在地
	

	<事業の概要・目的・ポイント>

	○記入上の注意
提案される事業の概要を１００字以内で記載して下さい。
また、事業のポイントはどこにあるのか（これまでの事業と比較して何が異なり、何が重要なポイントなのか）を簡潔にわかりやすく記載してください。
あわせて、提案される事業について、①すでに事業として成り立つことが確認されていること、②現在の我が国及び海外での状況、③関連する事業の状況について、簡潔にわかりやすく記載してください。
10ポイントで記入してください。なるべく欄内におさまるように、簡潔にわかりやすく記入してください。
○記載例
【概要】
　・・・の事業を行う。（１００字以内）
【目的】
　本事業は、・・・することを目的とする。
【ポイント】
　本事業のポイントは、以下のとおりである。
　①・・・・
　②・・・・
　③・・・・
【事業化可能性】
　事業性の確認状況、国内及び海外の状況並びに関連する事業の状況は次のとおりである。
　①・・・・
　②・・・・
　③・・・・



	※なるべく１ページで記載してください。複数ページにわたる場合は、本ページと同様、右上に事業実施者名を記して下さい。
	<事業実施者>
	(例)　○○株式会社

	<事業の将来性・発展性・新規性・先駆性>

	○記載上の注意
　事業の将来性・発展性（なぜ将来発展すると考えられるのか）及び新規性・先駆性（何が新しいのか又は競合者と異なるのか）を簡潔に記載してください。
10ポイントで記入してください。
【将来性・発展性】
【新規性・先駆性】


	<事業の効果・有望性>　

	○記載上の注意
事業が行われた場合のエネルギー起源ＣＯ２の削減効果（ＣＯ２削減量）、削減コスト（ＣＯ２を１トン削減するのに必要なイニシャルコスト及びランニングコスト）を記載してください。
その計算根拠のわかりやすい説明も付記してください。
10ポイントで記入してください。
【費用対効果】
【費用対効果の算定根拠】



	※なるべく１ページで記載してください。複数ページにわたる場合は、本ページと同様、右上に事業実施者名を同様に記してください。
	<事業実施者>
	　(例)　○○株式会社

	＜事業の内容及び事業計画＞　

	○記載上の注意
事業の全体像、実施場所、事業規模、毎年の事業の内容・方法を定めた事業計画（５年間）を記載してください。
10ポイントで記入してください。
枠内に適宜図表を挿入して構いません。図表をオブジェクトとして貼り付ける場合、ファイル容量を抑えるよう最大限努めてください。


	※なるべく１ページで記載してください。複数ページにわたる場合は、本ページと同様、右上に事業実施者名を同様に記してください。
	<事業実施者>
	(例)　○○株式会社

	＜資金計画＞　


	記載上の注意
５年間の事業収支と事業資金の調達計画（方法）を、単年度ごとに記載してください。
10ポイントで記入してください。
枠内に適宜図表を挿入して構いません。図表をオブジェクトとして貼り付ける場合、ファイル容量を抑えるよう最大限努めてください。）


	<事業の実施体制>　

	○記入上の注意
事業の実施体制・組織を簡潔に記載してください。
10ポイントで記入してください。



	＜これまでの関連する事業についての取組状況＞ 

	○記載上の注意
これまでの関連する事業について、本事業の実施者における取組を簡潔に記載してください。
10ポイントで記入してください。


	＜関連する事業についての他の助成制度の申請について＞ 

	○記載上の注意
他の助成制度でこれまで過去３年間で実施した類似の事業の有無と、助成制度名、課題名、概ねの予算規模、本事業との関係について簡潔に記載してください。
10ポイントで記入してください。


別紙１の８
超低硫黄軽油導入普及に係る設備省エネ化等事業整備実施計画書（総括表）
	補助事業者
名称
	

	事業実施の
代表者
	氏名
所属機関・部署
所在地
電話／ＦＡＸ
役職
	

	経理責任者
	氏名
所属機関・部署
所在地
電話／ＦＡＸ
役職
	

	製油所（工場）名
	省エネ化等設備件数
	事業費（千円）

	
	
	当該年度
	翌年度
	翌々年度
	合計

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


超低硫黄軽油導入普及に係る設備省エネ化等事業整備計画書（個表）
※個表は製油所（工場）ごとに作成すること
	製油所（工場）名
	

	所在地
	

	担当者
	所属
	氏名
	電話番号
	FAX番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	事業名
	※複数の省エネ設備等を整備する場合は、設備ごとに「①～、②～」として記入すること

	事業の目的
及び概要

	※対象とする省エネ設備投資と超低硫黄軽油の製造・それ以外の連産品との関係についても記載すること

	事業期間
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	導入設備／
技術概要
	※複数の省エネ設備等を整備する場合は、設備ごとに「①～、②～」として記入すること
※複数の石油製品の製造工程での省エネ対策になること、又は、複数の省エネ対策を組み合わせたものであることについても記載すること

	効　果
	○事業所のエネルギー削減量（原油換算ｋＬ／年）　　
○年間ＣＯ２排出削減量（トン）
○８年間ＣＯ２排出削減量（トン）　　　　　　　（注）法定耐用年数８年
※複数の省エネ設備等を整備する場合は、設備ごとに「①～、②～」として記入すること

	費用対効果
	○補助事業に要する費用総額（千円）／８年間ＣＯ２排出削減量（トン）
○補助事業に要する費用総額の1/3（千円）／８年間ＣＯ２排出削減量（トン）
○当該製油所における、軽油の超低硫黄化に伴う設備投資費用総額と軽油生産量（可能な場合に記載）
※複数の省エネ設備等を整備する場合は、設備ごとに「①～、②～」として記入すること

	
	当該年度
	翌年度
	翌々年度
	合計

	事業費の
総額
	千円
	千円
	千円
	千円

	補助対象
事業費
	千円
	千円
	千円
	千円

	補助対象
事業費の1/3
	千円
	千円
	千円
	千円


注　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用すること。
導入前後の比較図
	導入前

	導入後


注：省エネ設備の導入前後の比較ができるように、概略図を作成すること。なお、必要な場合には、設備ごとに別葉とすること。
別紙１の９
余剰エネルギー連携利用設備整備事業整備実施計画書
	事業の名称
	

	事業実施の
代表者
	氏名
所属機関・部署
所在地
電話／ＦＡＸ
役職
	

	経理責任者
	氏名
所属機関・部署
所在地
電話／ＦＡＸ
役職
	

	事業の主たる実施場所
	名称
所在地
	

	事業の概要
	

	事業の目的
	

	事業の方法、
内容
（余剰エネルギーの種類・用途、エネルギー需給の収支、整備する施設の種類、規模、その他）
	

	事業費
	当該年度
	翌年度
	翌々年度
	
	合計

	
	　　　千円
	千円
	　　　千円
	
	　　　千円

	実施時期
	

	事業によるＣＯ２削減効果
	


注：本計画書に設備のシステム図、配置図及び実施予定地の位置図を添付すること。
また、記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用すること。
別紙１の１０
温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助事業整備計画書
	代表事業者
	事業実施責任者

	
	氏  名
	所属機関名・部局・役職名
	所属機関所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	
	
	
	

	
	経理責任者

	
	氏　名
	所属機関名・部局・役職名
	所属機関所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	
	
	
	

	申請事業者の主な業務内容
	

	事業の実施場所
（工場・事業場）
	名称・所在地


	事業実施場所の分類※１
	　工場（物の製造・加工施設）　／　事業場（工場以外…オフィス等）

	事業実施場所の主な業務内容
	

	共同事業者※２
	機関・組織等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	所属部局・役職名
	電話、FAX番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	本申請に関する窓口担当者
	
	
	
	
	


※１　工場・事業場の定義については「自主参加型国内排出量取引制度の実施ルール」2.1参照。工場・事業場が混在して１つの参加単位を形成している場合については、補助対象設備を導入するのが主として工場か事業場かにより判断。
※２　複数事業者が共同で応募する場合は、それぞれの事業者の役割及び関係の概要を説明した資料を添付すること。
	事業名
	

	事業期間
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	導入設備／
技術概要
	(複数種類のCO2排出抑制設備を整備する場合は、種類ごとに①、②として記入すること）


	効　果※１
	1 2006年度の年間CO2排出削減予測量　　　　　　     （tCO2／年）
2 補助対象設備の法定耐用年数分のＣＯ２排出削減予測量
　　　　　　×　　　　　　　＝　　　　　　　　   （tCO2）
（①）　　　　（設備の法定耐用年数）

	補助の
費用効率性
	1 補助対象事業費の総額／法定耐用年数CO2排出削減予測量
　　　　　　　（円／tCO2）
2 補助金申請額／法定耐用年数CO2排出削減予測量
　　　　　　　（円／tCO2）

	補助対象
事業費
	千円
	補助金申請額
	千円

	基準年度ＣＯ２
排出量※３
	　　　　tCO2

（　　　　　年度）
	　　　　tCO2

（　　　　　年度）
	　　　　tCO2

（　　　　　年度）
	　　　　tCO2

（３年度平均）

	基準年度変更の理由
	


注　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用すること。
※１　排出削減予測量の算定については、「実施ルール」2.4参照。なお、対象工場・事業場内における、補助対象設備以外による排出削減予測量を含めることも可能。その場合、費用効率性が改善され、採択されやすくなる。なお、この計画書記載の排出削減予測量の数値自体は、以後変更することができない。
※２　基準年度排出量の算定については、「実施ルール」2.4参照。基準年度は原則として2002～2004年の3年間。ただし、固有の事情により2002～2004のいずれかの年度を基準年度とすることが不適切な場合には、その理由を記載した上で基準年度を別途設定すること。なお、基準年度排出量については、現段階では概算値で可。後に検証機関による検証を受ける際に、再計算し、修正することも可能。
導入前後の比較図
	導入前


	導入後



注：CO2排出抑制設備の導入前後の比較ができるように、概略図を作成すること。
CO2排出量算定の組織境界
	組織境界（工場の場合、敷地図等を用いて図示。事業場の場合、対象階等を明確に記述。）


	敷地内における主な化石燃料燃焼設備（ボイラー等）、他者から供給を受けた電力・熱を使用する主な設備、工業プロセスからのCO2を排出する設備及び廃棄物焼却設備　（※主な設備を箇条書きで記載）



注：組織境界については「実施ルール」の「2.1　参加単位（組織境界）」を参照のこと。
別紙１の１１
再生可能エネルギー高度導入地域整備事業整備計画書
	事業の名称
	

	事業実施の
代表者
	氏      名
所属機関・部署
所　在　地
TEL/FAX
役　　　職
	

	経理責任者
	氏　　　名
所属機関・部署
所　在　地
TEL/FAX
役　　　職
	

	事 業 実 施 の
主たる実施場所
	名　　　称
所　在　地
	

	事業の概要
	

	事業の目的
	

	事業規模等

	
	１.太陽光発電
	(1)太陽電池出力：○○ｋＷ
(2)年間発電電力量（見込み）：○○ｋＷｈ／年
(3)設備利用率：○○％
(4)建設単価：○○円／ｋＷ
(5)発電単価：○○円／ｋＷｈ

	
	２.風力発電
	(1)風力発電出力：○○ｋＷ（○○ｋＷ×○基）
(2)年間発電電力量（見込み）：○○ｋＷｈ／年
(3)設備利用率：○○％
(4)年平均風速：○○ｍ／秒
(5)建設単価：○○円／ｋＷ
(6)発電単価：○○円／ｋＷｈ

	
	３．温度差エネルギー
	(1)供給面積（延べ床面積）：○○ｈａ
(2)熱源器の熱出力（年間温熱生産量／年間冷熱生産量）：○○ＧＪ／年
(3)熱供給能力：温熱○○ＧＪ／時、冷熱○○ＧＪ／時
(4)省エネ率及び総合エネルギー効率：○○％、○○％
(5)未利用エネルギー依存率：○○％

	
	４．天然ガスコージェネ
	(1)コージェネレーション発電出力：○○ｋＷ
(2)コージェネレーション設備の種類（ＧＴ、ＧＥ）
(3)発電効率：○○％
(4)バックアップする再生可能エネルギーの種類と規模

	
	５．バイオマス発電
	(1)発電出力：○○ｋＷ
(2)年間発電量：○○ｋＷｈ／年
(3)発電方式：
(4)発電効率：○○％
(5)バイオマス燃料の種類、低位発熱量、投入量及び依存率：○○、○○ＭＪ／ｋｇ、○○トン／年、△△％

	
	６．バイオマス熱利用
	【熱供給設備】
(1)熱供給量：○○ＧＪ／時
(2)バイオマス燃料の種類、低位発熱量、投入量及び依存率：○○、○○ＭＪ／ｋｇ、○○トン／年、△△％
【コージェネレーション設備】
(1) 発電出力：○○ｋＷ
(2) 年間発電量：○○ｋＷｈ／年
(3) 発電効率：○○％
(4) 熱出力（年間温熱生産量、冷熱生産量）：○○ＧＪ／年
(5) バイオマス燃料の種類、低位発熱量、投入量及び依存率：○○、○○ＭＪ／ｋｇ、○○トン／年、△△％

	
	７．バイオマス燃料製造
	(1)バイオマス燃料年間生産量（製品となる燃料の種別・低位発熱量・時間当たり能力・年間運転時間）：
(2)原料となるバイオマス燃料の種類：
(3)バイオマス依存率：
(4)エネルギー回収率：

	再生可能エネルギーの利用方法及び用途
	(1)利用方法
(2)用途


	補助事業の開始及び完了予定日
	

	事業の効果

	
	二酸化炭素排出抑制効果
	

	
	普及可能性
	

	
	事業のモデル性
	


（注）本整備計画書の参考資料として、以下を添付すること。
１．設備のシステム図
２．設備の配置図
３．設置地点の位置図
４．整備事業の実施スケジュール
５．事業規模の算定根拠資料
６．バイオマスの確保の方法・入手先を示す資料
７．地元調整状況・電力会社との調整状況
８．所要資金計画
９．資金調達計画
10．事業収支計画
11．会社概要
12．登記簿謄本
13．本事業の実施体制
　14．環境影響調査の実施状況（風力発電に限る）
別紙１の１２
業務部門二酸化炭素削減モデル事業整備計画書
	事業の名称
	　

	事業実施の
代表者
	氏名
所属団体・部署
所在地
電話／ＦＡＸ
E-mailｱﾄﾞﾚｽ
役職
	

	経理責任者
	氏名
所属団体・部署
所在地
電話／ＦＡＸ
E-mailｱﾄﾞﾚｽ
役職
	

	事業の概要
	

	事業の目的
	

	事業の方法、
内容
（事業の実施場所、整備する設備等の種類、規模、数量、その他）
	※事業の実施場所（店舗等）ごとに、整備する設備の種類等が分かるよう記載すること。

	事業費
	　　　　　　　　　　　　　　　　千円　（平成１７年度）

	実施時期
	

	事業によるＣＯ２削減効果

	※ＣＯ２削減効果については、①事業全体、②事業の実施場所（店舗等）ごと、③整備する設備等の種類ごとのそれぞれについて記載すること。


注：①本計画書に、設備のシステム図、配置図及び実施予定地の位置図を添付すること。
②また、記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用するか、別葉に記載すること。
③補助対象外設備がある場合、本表とは別に、事業全体分の計画について、事業の方法、内容、事業費及び事業によるＣＯ２削減効果が分かる表を作成し、参考として添付すること。
	別紙１の１３

	省エネ型低温用自然冷媒冷凍装置の普及モデル事業実施計画書（１／３）

	
	
	
	　
	　
	　

	事業の名称
	　

	事業実施の代表者
	事業実施責任者

	
	所属
	氏名
	電話番号
	FAX番号
	e-mail

	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	所属所在地
	　

	
	経理責任者

	
	所属
	氏名
	電話番号
	FAX番号
	e-mail

	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	所属所在地
	　

	事業を実施する
事業所
	名称
	所在地

	
	　
	　

	事業期間
	平成　　　年　　　月　　　日～平成　　　年　　　月　　　日
	　

	導入する省エネ型自然冷媒冷凍装置の概要、使用冷媒、方式及び台数
	　

	上記装置の導入に伴い撤去する既存の冷凍装置の概要、使用冷媒、方式、台数及び設置後経過年数
（ある場合のみ記入）
	　

	事業の効果
	CO2削減効果計算書による削減量を記入
計算書が複数の場合は、合計量を記入のこと。
	別紙２の５による補助金所要額
（千円）
	トン当たり削減費用（補助金所要額*1000／合計削減量）
（円／ｔ）

	
	ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2削減量(ｹ)（ｔ）
	冷媒漏洩CO2換算削減量(ｼ)（ｔ）
	合計削減量（ｔ）
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	　


	省エネ型低温用自然冷媒冷凍装置の普及モデル事業実施計画書（２／３）

	導入前後の比較図

	導入前

	導入後

	注意：省エネ型自然冷媒冷凍装置の導入前後の比較が出来るように、概略図を作成すること。
　　　なお、必要な場合は設備毎に別葉とすること。
　　　さらに、事業所内における導入設備の計画配置図を添付すること。


[image: image1.emf]（　　　　　）枚中 （　　　　　）枚目

Ｃ　撤去する装置

Ｄ　部分的に残る装置

（ある場合に記入）

型番等（記入できる場合は記入）

冷却負荷 kW

冷却温度 ℃

冷媒

凝縮温度 ℃

蒸発温度 ℃

冷凍能力 kW

①冷凍機消費電力 bkW

②その他補機動力一式 bkW

③合計動力（①＋②） bkW

④年間稼働時間 hrs/ｙ

⑤年間消費電力（③×④） kWh

⑥電力換算値 kgCO2/kWh 0.378 0.378 0.378 0.378

⑦エネルギー起源CO2

　（⑤×⑥／1000）

t

⑧冷媒保有量 ㎏

⑨年間冷媒漏洩率

⑩冷媒のGWP

⑪冷媒漏洩CO2換算量

　（⑧×⑨×⑩／1000）

ｔ

⑫設置台数 台（式）

⑬合計エネルギー起源CO2

　（⑦×⑫）

t

⑭合計冷媒漏洩CO2

換算量（⑪×⑫）

t

CO2削減量

（コ）、（サ）欄のうち

大きい方

（イ）－（ア） （ウ）－（（ア）＋（エ））

合計削減量（⑮＋⑯）

ｔ

↑この列の(ｺ)、(ｽ)欄は

比較対象フロン装置と自

然冷媒冷凍装置の差に

ついて記入すること。

↑この列の(ｻ)、(ｾ)欄は

新規設置等で既存装置

がない場合は記入不要。

（注）裏面の記入要領に従い記入してください。

⑮エネルギー起源CO2

削減量（年間）

ｔ

ｔ

省エネ型低温用自然冷媒冷凍装置の普及モデル事業実施計画書（３／３）

CO2削減効果計算書

※　型の異なる数種類の自然冷媒冷凍装置を導入する

場合等、１枚に記入しきれない場合には、複数シートに記

入し通し番号を付すこと。

Ａ

自然冷媒冷凍装置

Ｂ

比較対象フロン装置



⑯冷媒漏洩CO2換算

削減量（年間）



既存の冷凍装置

（新規設置等で既存装置がない場合は記入不要）

（ア）



（イ） （ウ）

Ｂ）

（エ）

（オ） （カ） （キ）

Ｂ）

（ク）

（ケ）

（シ）

（コ） （サ）

（ス） （セ）


[image: image2.emf]（裏面）記入要領

記入事項・用語 説明

「Ａ自然冷媒冷凍装置」及び

「Ｂ比較対象フロン装置」

「Ａ自然冷媒冷凍装置」の列には、導入する自然冷媒冷凍装置について、「Ｂ比較対象フロン装置」の列には、自然冷媒冷

凍装置と同等の冷却能力をもつ、比較対象とするフロン冷媒冷凍装置について記入してください。

「既存の冷凍装置」

「既存の冷凍装置」には、「Ｃ撤去する装置」と「Ｄ部分的に残る装置」の列がありますが、既存の冷凍装置がない場合は記

入不要です。また、「Ｄ部分的に残る装置」についてもない場合は記入不要です。

型番等（記入できる場合は記入）

記入できる場合は型番を記入してください。

冷却負荷

冷却負荷を記入してください。一般的に、冷却負荷≦冷凍能力、となります。

また、自然冷媒冷凍装置と比較対象フロン装置で同じ値としてください。

冷却温度

冷凍倉庫における室内温度、急速凍結設備（フリーザー）における庫内温度、チラー設備における出口側送り温度等を記

入してください。また、自然冷媒冷凍装置と比較対象フロン装置で同じ値としてください。

冷媒（注１）

冷媒の種類を記入してください。

凝縮温度（注１）

室外機（高温側）の凝縮温度を、例えば「３１℃～３５℃」のように記入してください。

蒸発温度（注１）

室内機（低温側）の蒸発温度を、例えば「－４４℃～－４０℃」のように記入してください。また、自然冷媒冷凍装置と比較対

象フロン装置で同じ温度帯としてください。

冷凍能力

冷却能力を記入してください。一般的に、冷却負荷≦冷凍能力となります。また、自然冷媒冷凍装置と比較対象フロン装

置で同一又はほぼ等しい値としてください。

①冷凍機消費動力（注３）

定格電力ではなく、消費動力値を記入してください。

②その他補機動力一式（注３）

冷凍装置がシステムとして機能するための付属設備、例えば蒸発器・凝縮器のファン動力、冷却水ポンプ動力、二次冷媒

ポンプ動力、エアカーテン動力などの電動機の定格動力を記入してください。

③合計動力（①＋②）（注２、３）

①と②の合計値を記入してください。

④年間稼働時間

当該装置について予想される年間稼働時間（稼働率を考慮に入れた上での稼働時間）を記入してください。

⑤年間消費電力（③×④）（注２、３）

③と④の積を記入してください。

⑥電力換算値

0.378kgCO２／kWhとします。（固定値）

⑦エネルギー起源CO2

　（⑤×⑥／1000）（注２、３）

⑤と⑥の積の1000分の1（トン単位に換算）を記入してください。（注２）なお、既存設備が吸収式冷凍機等であって、主冷凍

装置を電力ではなく燃料による熱源で稼働させるタイプの場合には、燃料の燃焼による熱源からのCO２排出量を計算し、

この欄に含めるとともに、任意の様式の計算書を添付してください。

⑧冷媒保有量

冷媒の保有量をｋｇ単位で記入してください。ただし、二元冷凍装置等、冷媒（又はブライン）を複数用いる場合、GWP（地球

温暖化係数）が大きい方の冷媒の保有量としてください。

⑨年間冷媒漏洩率

A自然冷媒冷凍装置及びＢ比較対象フロン装置については、0.03（３％）とし、Ｃ撤去する装置及びＤ部分的に残る装置（あ

る場合に記入）については、0.05（５％）としてください。（固定値）

⑩冷媒のGWP（注２）

冷媒の地球温暖化係数（100年値）を記入してください。ただし、２元冷凍装置等、冷媒（又はブライン）を複数用いる場合

は、地球温暖化係数の大きい方の値で代表させてください。

⑪冷媒漏洩CO2換算量

　（⑧×⑨×⑩／1000）（注２）

⑧と⑨と⑩の積の1000分の1（トン単位に換算）を記入してください。

⑫設置台数

同型装置を複数台設置する場合に台数を記入してください。単独の場合には１と記入してください。また、数種類の装置を

複数台設置する場合で、冷媒配管が接続された同一系統の場合等には、この欄を一式（すなわち１と記入）とし、①～⑪

の欄について、複数台の合計値を記入することもできます。

⑬合計エネルギー起源CO2

　（⑦×⑫）（注２、３）

⑦と⑫の積を記入してください。

⑭合計冷媒漏洩CO2

換算量（⑪×⑫）（注２）

⑪と⑫の積を記入してください。

合計削減量（⑮＋⑯）

⑮エネルギー起源CO2

削減量（年間）（注２）

（ケ）欄：（コ）欄と（サ）欄のうちの大きい方、

（コ）欄：（イ）－（ア）の値、

（サ）欄：（ウ）－（（ア）＋（エ））の値、

を記入してください。

　型の異なる数種類の自然冷媒冷凍装置を導入する場合等で、１枚に記入しきれず、複数シートに記入した場合に、何枚

中何枚目かを（　　　　）内に記入してください。

　なお、型の異なる数種類の装置の導入であっても、冷媒配管が接続された同一系統の場合等で複数シートに分離しが

たい場合は、１枚に記入し、各欄には合計値等を記入することも可能です。

（　　　）枚中（　　　）枚目

（注１）当該欄をクリックし、▽をクリックして表示されるリストから選択してください。

（注２）エクセルシートをダウンロードして用いる場合は自動的に計算又は入力されます。

（注３）「Ｄ部分的に残る装置」が「Ａ自然冷媒冷凍装置」と組み合わされることにより、一体的に運転される場合等で、各動力及びエネルギー起源

ＣＯ２について、「Ｄ部分的に残る装置」と「Ａ自然冷媒冷凍装置」を分けることが困難な場合には、各動力及びエネルギー起源ＣＯ２について「Ａ自

然冷媒冷凍装置」の各欄にまとめて記入し、「Ｄ部分的に残る装置」のこれら各欄の記入を省略しください。ただし冷媒関係の各欄は記入してくだ

さい。

（シ）欄：（ス）欄と（セ）欄のうち、大きい方、

（ス）欄：（カ）－（オ）の値、

（セ）欄：（キ）－（（オ）＋（ク））の値、

を記入してください。

「合計削減量」には、（ケ）と（シ）の合計を記入してください。

⑯冷媒漏洩ＣＯ２換算

削減量（年間）（注２）



別紙２の１
（事業名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　に要する経費内訳
	所要経費

	(1)総事業費
	(2)寄付金その他
   の収入
	(3)差引額
   (1)-(2)
	(4)補助対象経費　　 支出予定額

	
	             円
	              円
	　         　  円
	    　         円

	
	(5)基準額

	(6)選定額
 　(4)と(5)を比較
 して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額
　 (3)と(6)を比較
 して少ない方の額
	(8)補助金所要額
   (7)×1/3

	
	             円
	              円
	               円
	               円

	  補　助　対　象　経　費　支　出　予　定　額　内　訳

	経費区分・費目
	   金　　額
	             積　算　内　訳

	  合　　計
	
	

	  購入予定の主な財産の内訳(一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの)

	    名　　　　称
	    仕　　様
	数量
	  単　価
	  金　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


（注）要綱第４条第１項第８号の事業については、製油所（工場）ごとに作成することと　し、複数の省エネ設備等を導入する場合は、「補助対象経費支出予定額内訳」及び「購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式価格が５０万円以上のもの）」を省エネ設備等ごとに記入すること。
別紙２の２
CDM/JI設備補助事業に要する経費内訳
	所要経費

	(1)総事業費
	(2)寄付金その他
   の収入
	(3)差引額
   (1)-(2)
	(4)補助対象経費　　 支出予定額

	
	             円
	              円
	　         　  円
	    　         円

	
	(5)基準額

	(6)選定額
 　(4)と(5)を比較
 して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額
　 (3)と(6)を比較
 して少ない方の額
	(8)補助金所要額
   (7)×1/2

	
	             円
	              円
	               円
	               円

	
	(9) クレジット移転総量に仮想クレジット価格を乗じて得た額
	(10)改補助金所要額
 　 (8)と(9)を比較して少ない方の額

	
	             　               円
	               　             　円

	  補　助　対　象　経　費　支　出　予　定　額　内　訳

	経費区分・費目
	   金　　額
	             積　算　内　訳

	
	
	

	  購入予定の主な財産の内訳(一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの)

	    名　　　　称
	    仕　　様
	数量
	  単　価
	  金　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


（注）

(9)、(10)は要綱第25条第1項に規定するCDM/JI設備整備補助事業者のみ記載すること。

(9)の数値は別紙3のクレジット移転計画書(2)、(3)の数値に基づいて記載すること。

別紙２の３
廃棄物処理施設における温暖化対策事業に要する経費内訳
	所要経費

	(1)総事業費
	(2)寄付金その他
   の収入
	(3)差引額
   (1)-(2)
	(4)補助対象経費　　 支出予定額

	
	             円
	              円
	　         　  円
	    　         円

	
	(5)基準額

	(6)選定額
 　(4)と(5)を比較
 して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額
　 (3)と(6)を比較
 して少ない方の額
	(8)補助金所要額
   (7)×1/3

	
	             円
	              円
	               円
	               円

	
	(9)高効率化に伴う増嵩費用
	(10)改補助金所要額
 　 (8)と(9)を比較して少ない方の額

	
	             　               円
	               　             　円

	  補　助　対　象　経　費　支　出　予　定　額　内　訳

	経費区分・費目
	   金　　額
	             積　算　内　訳

	  合　　計
	
	

	  購入予定の主な財産の内訳(一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの)

	    名　　　　称
	    仕　　様
	数量
	  単　価
	  金　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


（注）①費目は可能な限り細分化して金額を記載すること。
　　　②所要経費の欄の(9)高効率化に伴う増嵩費用については、補助対象経費支出予定額内訳の欄の積算内訳において、該当する費用が分かるよう明示し、その費用の合計額を記載すること。また、高効率化にかかる整備内容の詳細及びその費用の算出根拠資料を添付すること。
③事業が複数年度にわたる場合は、年度別の補助対象経費支出予定額内訳が分かる表を作成し、参考として添付すること。
④補助対象外設備がある場合、本表とは別に、事業全体分の総事業費及び年度別の経費支出予定額内訳が分かる表を作成し、参考として添付すること。
⑤継続事業として申請する場合、前年度までの完了分の金額については実績額を用いること。
別紙２の４
都道府県センター普及啓発・広報事業に要する経費内訳
	所要経費

	(1)総事業費
	(2)寄付金その他
   の収入
	(3)差引額
   (1)-(2)
	(4)補助対象経費　　 支出予定額

	
	             円
	              円
	　         　  円
	    　         円

	
	(5)基準額

	(6)選定額
 　(4)と(5)を比較
 して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額
　 (3)と(6)を比較
 して少ない方の額
	(8)補助金所要額
   　 定額

	
	             円
	              円
	               円
	               円

	  補　助　対　象　経　費　支　出　予　定　額　内　訳

	経費区分・費目
	   金　　額
	             積　算　内　訳

	  合　　計
	
	

	  購入予定の主な財産の内訳(一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの)

	    名　　　　称
	    仕　　様
	数量
	  単　価
	  金　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


別紙２の５
地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター（起業支援）事業
に要する経費内訳
	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額
　(1)－(2)
	(4)補助対象経費支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)交付基準額
	(6)選定額
(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額　(3)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)補助金所要額
(7)×1/2

	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　算　内　訳

	
	
	

	購入予定の主な財産の内訳（価格が５０万円以上のもの）

	名　　称
	仕　　様
	数量
	単　　価
	金　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


別紙２の６
再生可能エネルギー高度導入地域整備事業に要する経費内訳
	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額
　(1)－(2)
	(4)算出額ア
(3)×1/2

	
	円
	円

	円
	円

	
	(5)補助対象経費支出予定額
	(6)交付基準額
	(7)選定額
(5)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)算出額イ
(7)×1/2

	
	円
	円

	円
	円

	
	(5)補助対象経費支出予定額
	(9)控除すべき額の算定額
	(10)控除後の額
(5)－(9)
	(11)補助金所要額　(4)、(8)、(10)を比較して少ない方の額

	
	円
	円
	円

	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　算　内　訳

	
	
	

	購入予定の主な財産の内訳（価格が５０万円以上のもの）

	名　称
	仕　様
	数量
	単　価
	金　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


※（9）の額は、交付要綱第５条第８項第２号ウに定める算定額をいう。

別紙２の７
業務部門二酸化炭素削減モデル事業に要する経費内訳
	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額
　(1)－(2)
	(4)算出額ア
(3)×1/3

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)補助対象経費支出予定額
	(6)交付基準額
	(7)選定額
(5)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)算出額イ
(7)×1/3

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)補助対象経費支出予定額
	(9)控除すべき額の算定額
	(10)控除後の額
(5)－(9)
	(11)補助金所要額　(4)、(8)、(10)を比較して少ない方の額

	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　算　内　訳


	１省エネ設備等導入費用
２同種一般製品の導入費用
３　差　　額
４　合　　計
	
	

	購入予定の主な財産の内訳（価格が５０万円以上のもの）

	名　称
	仕　様
	数量
	単　価
	金　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


（注）
①所要経費の欄の（9）の額は、交付要綱第５条第９項第２号ウに定める算定額をいう。
②経費区分・費目欄の経費区分・費目は可能な限り細分化して金額を記載すること。
③経費区分・費目欄の１省エネ設備等導入費用及び２同種一般製品の導入費用については、
その費用の算出根拠資料（見積書等）を添付すること。
別紙２の８
[image: image3.emf]別紙２の５

既存設備設置後の経過年数　（ ）年

数量



３　撤去する既存設備

　の残存価額（加算を

　希望する場合）



購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの）

購入予定時期 金額 単価 仕様 名称



４　合計

　（１－２＋３）

　装置導入費用



２　比較対象フロン



円 円 円

(9)基準額 (10)選定額

　　(8)と(9)を比較して

　　少ない方の額

(11)国庫補助基本額

　　(3)と(10)を比較して

　　少ない方の額

(12)補助金所要額

　　(11)×1/3

(1)総事業費

(7)撤去既存装置残存

価額

（加算を希望する場合）

(8)修正差額

　　(6)＋(7)

円 円 円 円

(5)比較対象フロン装置

　　導入必要費用

(6)差額

　　(4)－(5)

円

所要経費

補　助　対　象　経　費　支　出　予　定　額　内　訳

円 円 円 円

(2)寄付金その他

　　の収入

(3)差引額

　　(1)－(2)

(4)自然冷媒冷凍装置

　　導入必要費用

注：自然冷媒冷凍装置導入費用、比較対象フロン装置導入費用のそれぞれについて、見積書を添付してくださ

い。

　　（見積書については、電子ファイルでなく書類（紙）のものでも結構です。）

　　また、撤去する既存装置の残存価額を加算する場合は、残存価額の証拠書類を添付してください。

　　裏面の記入要領を参照してください。

省エネ型低温用自然冷媒冷凍装置の普及モデル事業に要する経費内訳

１　自然冷媒冷凍

　装置導入費用

経費区分・費目 金　　額 積　　算　　内　　訳



別紙２の８（裏面）　記入要領
[image: image4.emf]別紙２の５（裏面）　記入要領

記入事項・用語 説明

＜所要経費の各記入欄＞

(2)寄付金その他の収入 寄付金、民間からの補助金等をいいます。

(3)差引額（注2） (1)から(2)を引いた差

(5)比較対象フロン装置導入必要費用（注１） (4)と同様。

(6)差額（注2） (4)から(5)を引いた差

(8)修正差額（注2） (6)と(7)の合計額

(9)基準額（注2） ７５００万円（補助金の上限額の３倍に当たる額です。）

(10)選定額（注2） ７５００万円と(8)を比較して少ない方の額。

(11)国庫補助基本額（注2） (3)と(10)を比較して少ない方の額

＜補助対象経費支出予定額内訳＞

　２比較対象フロン装置導入費用 同上

　３撤去する既存設備の残存価額 購入価額、既存設備設置後の経過年数を明記してください。

（注2）エクセルシートをダウンロードして用いる場合は自動的に計算されます。

　区　分　　　　　　　　　　　　　 　率

　5,000万円以下の金額に対して 6.5%

　5,000万円を超え１億円以下の金額に対して 5.5%

　１億円を超える金額に対して 4.5%

（注3）事務費は、工事施工のために直接必要な事務に要する費用であって、共済費、賃金、報償費、国内旅費、需用費、役務

費、委託料、使用料、賃借料及び備品費等をいいます。ただし、工事費の金額に対し、次の表の区分毎に定められた率を乗じて

得られた額の合計額の範囲内とします。

(1)総事業費（注１）

基本的には、(4)自然冷媒冷凍装置導入費用と同額にしてください。

同額にならない場合としては、補助の対象にならない工事等を同時に行う場合

で、補助対象の事業費用と補助対象外の事業費用が分けられないような場合

です。このような場合以外は、(4)と同額にしてください。

(4)自然冷媒冷凍装置導入必要費用（注１）

本工事費、付帯工事費、機械器具費、調査費、初期調整費及び事務費（注３）

並びにその他必要な費用で環境大臣が承認した経費となります。撤去する既

存の装置がある場合には、撤去費用（冷媒回収費用も含む。）も含まれます。

（ただし、補助金額の計算においては、次の(5)との差額のみ反映されます。）

(7)撤去既存装置残存価額

撤去する既存装置がある場合に、差額に任意に加算出来ます。

法定耐用年数(13年）経過後は購入価額の10％、経過以前は減価償却額を減

じた額とします。

ただし、購入価額について証拠書類が必要になります。

(12)補助金所要額（注2）

(11)に３分の１を乗じて得た額です。ただし、算出された額に1,000円未満の端

数が生じた場合は切り捨ててください。

　１自然冷媒冷凍装置導入費用

見積書は必ず添付してください。見積書を添付することにより、積算内訳は適

宜簡略して記載できます。

（注１）消費税の免税業者を除き、原則として消費税等相当額を除いて計算してください。

　正確には、仕入れに係る消費税等相当額を除く計算ですが、冷凍装置の導入事業は、通常他社に発注し、自社で施工等を行

う分はないと考えられますので、全額「仕入れに係る」に相当すると考えられます。

　なお、仕入れに係る消費税等相当額は、消費税等の計算上、控除対象となりますが、課税業者が仕入れに当たって支払う消

費税等の額を控除の対象とするため、その一部に補助金が入った場合、当該課税業者は消費税控除額における補助金対象額

を国に返還していただく必要があります。

　したがって、はじめから消費税等相当額を除外して補助金額を計算すれば、返還も不要となります。

一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のものを記入してください。導入し

ようとする自然冷媒冷凍装置は当然入ります。

＜購入予定の主な財産の内訳＞


別紙３
クレジット移転計画書
ＣＤＭ／ＪＩ設備補助事業に関して、交付要綱第２５条に基づき日本国政府の保有口座へ移転する
京都メカニズムによるクレジット（ＣＥＲ、ＥＲＵ又はＡＡＵ）については、下記のとおりです。
（１）補助金千円当たりの移転クレジット量〔CO2換算トン／千円：小数点第３位まで記載〕
（２）クレジット移転総量〔CO2換算トン〕
＝補助金交付申請額〔円〕 × （１）〔CO2換算トン／千円〕／１０００
（３）(1)に基づく仮想クレジット価格〔円／CO2換算トン〕
（４）移転期限
（５）クレジット移転計画
	年度注1
	
	
	・・・
	
	平成25年度（2013年度）

	クレジット種別注2
	
	
	
	
	

	①補助事業から発生するクレジット予定量注3
	
	
	
	
	

	①の累計
	
	
	
	
	

	②補助事業者の獲得するクレジット予定量
	
	
	
	
	

	②の累計
	
	
	
	
	

	③政府の保有口座へ移転するクレジット予定量注3注4
	
	
	
	
	

	③の累計
	
	
	
	
	

	④移転予定月注5
	
	
	
	
	


注1 政府保有口座への移転完了年に係わらず2013年度まで記載すること。ただし、移転期限については2013年9
月末を越えて設定することはできない。
注2 ＣＥＲ、ＥＲＵ又はＡＡＵの種別を記入。2種類以上となる場合には①、②、③についてもそれぞれ分けて記
載し、③については合計も記載すること。
注3 削減事業実施年度ではなく、実際にクレジットの獲得が予想される年度で記載すること。
注4 移転期限までに（２）に記載した移転予定総量に達する計画とすること。
注5 各年度のクレジット移転予定月を記載のこと。なお、事業実施後、遅延なく検証、認証、発行、移転等を行う
こと。
様式第１の２（第６条関係、個々の設置者が申請する場合）
番　　　号
年　　月　　日
環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助申請者　郵 便 番 号　○○○－○○
  住　　　　所　○○県○○市○○町○－○○
　　　　　　　　　　　　　　　　（ふりがな）　かんきょう　たろう
名　　　　称　　環　境 　　太郎　　　　　　実印
　　　　　　　　　　　　　　　　電 話 番 号　○○○－○○○○－○○○○
　　　　　　　　　　地域協議会　住　　　　所　○○県○○市△△町○－○○
　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　 実印
平成１７年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（民間団体、地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業）交付申請書
　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第６条の規定により地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業に係る上記補助金の交付について下記のとおり申請いたします。
記
１　補助事業で整備する設備
２　補助事業の内容
      　別紙１　整備計画書のとおり
３　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　　（うち消費税及び地方消費税相当額  　　　　　　　　　円）
４　補助事業に要する経費
      　別紙２　経費内訳のとおり
５　補助事業（設置工事）の開始及び完了予定年月日
　　　　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
６　その他参考資料
設備の設置位置を示す配置図、設備の仕様書及び設備導入前のエネルギー消費量
注
1． 地域協議会において、補助申請者からの個々の申請をとりまとめ、別紙４の補助
申請者等一覧を添付して提出する。
2． 「１．補助事業で整備する設備」には、電圧調整装置等省エネ機器、民生用小型風
力発電システム、家庭用小型燃料電池、複層ガラス等省エネ資材のうち該当するものを記載する。
3． 「６．その他参考資料」は、
 (1)設備の設置位置を示す配置図
原則として平面図又は立面図のいずれかに設備の設置位置を記載する。
(2)設備の仕様書
　 設備の定格能力、規格、性能その他の仕様を示すパンフレット等の書類をメーカーや工務店から入手し添付する。
(3)設備導入前のエネルギー消費量
　 補助申請者は、別紙３に設備導入前１年間のエネルギー消費量（電気、ガス、灯油）を記載する。
4． 補助申請者は、交付決定通知を受けた後、工事着工後１週間以内に別紙５に所要事
項を記載の上、地域協議会と連絡をとって、工事着工届出を提出する。
別紙１
地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業整備計画書
	（ふりがな）
設置者の氏名
	かんきょう　たろう
環境　　　 太郎

	設備を導入する場所の住所
	○○県○○市○○町○－○－○

	導入する設備注
	名   称
	

	
	メーカー名
	


注：名称の欄には、電圧調整装置、小型風力発電システム、家庭用燃料電池、樹脂サッシ、ペアガラス、断熱材など設備の製品名を記入する。また、電圧調整装置、小型風力発電システム、家庭用燃料電池については、あわせて定格能力を記入する。メーカー名の欄には、その製品のメーカー名を記入する。
	設備を導入する場所の概要注
	戸建て住宅
	新築　増築　改築　既築
	延べ床面積　　　○○ｍ２

	
	
	階数（地下○階、地上○階）
	地域区分：Ⅰ　Ⅱ　Ⅲ　
Ⅳ　Ⅴ　Ⅵ

	
	集合住宅
	新築　増築　改築　既築
	延べ床面積　　　○○ｍ２

	
	
	階数（地下○階、地上○階）
	世帯数　　　　　○○世帯

	
	業務用施設
	施設の種類：
	延べ床面積　　　○○ｍ２

	
	
	新築　増築　改築　既築
	営業時間：○時～○時

	
	その他の施設等
	施設の種類：
	延べ床面積・敷地面積・延長　　　
○○ｍ２、　○○ｍ

	
	
	新築　増築　改築　既築
	施設の使用時間：○時～○時


注：戸建て、集合住宅、業務用施設、その他のうち該当するものに○をつける。住宅・施設の新築・増築等は該当するものに○をつける。施設の種類は、スーパー、ファーストフード販売店などの施設の用途や業種を記載する。
	導入前後でのＣＯ２削減効果
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｋｇＣＯ２／年


注：対象設備の導入前及び導入後でのエネルギー消費量の変化（適宜、文献値、設備の仕様書のデータを用いて推定する）から、ＣＯ２削減効果を計算する。計算根拠を適宜添付する（地域協議会において共通資料を整備しておく）。
	他の補助金への申請状況
	有　無
	有の場合は申請している補助金の名称：


注：他の補助金に応募（申請）している場合は、その名称を記載する。国の補助金は重複して受け取ることはできない。
地域協議会担当者連絡先
	担当者氏名
	
	所属
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ
	


別紙２
地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業に要する経費内訳
	（ふりがな）
設置者の氏名
	かんきょう　たろう
環境　　　 太郎

	設備を導入する場所の住所
	○○県○○市○○町○－○－○


１　補助金交付申請額（補助金所要額）
	所要経費

	(1)総事業費
	(2)寄付金その他
   の収入
	(3)差引額
   (1)-(2)
	(4)補助対象経費　　 支出予定額

	
	             円
	              円
	　         　  円
	    　         円

	
	(5)基準額

	(6)選定額
 　(4)と(5)を比較
 して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額
　 (3)と(6)を比較
 して少ない方の額
	(8)補助金所要額
   (7)×1/3

	
	             円
	              円
	               円
	               円


注
２の補助金対象経費支出予定額の合計金額を(4)補助対象経費支出予定額の欄に記載する。
(5)基準額は記載する基準額の指定が環境省からあった場合には記載する。
(6)選定額は、基準額の記載がある場合には(4)と(5)を比較して少ない方の額を、基準額の記載がない場合には(4)の額を記載する。
(1)総事業費は、補助対象経費以外の経費も含め、事業実施のための総事業費を記載する。(2)寄付金その他の収入があればその収入額を記載し（地方公共団体からの補助金は記載する必要はない。）、(3)差引額に(1)から(2)の額を差し引いた額を記載する。
(7)国庫補助基本額は、(3)と(6)を比較して少ない方の額を記載する。(7)国庫補助基本額に補助率1/3を乗じた額が(8)補助金所要額（補助金交付申請額）である。
２　補助対象経費支出予定額の内訳
	経費区分・費目
	金額
	積算内訳（注：記載内容は記載例や記入上の注意事項である）

	電圧調整装置
	

	
	電圧調整装置（製品代）
	○○○円
	電圧調整装置を１台設置。詳細は添付見積書に記載。

	
	取り付け工事費
	○○○円
	電圧調整装置を１台取り付け。詳細は添付見積書に記載。

	
	諸経費
	○○○円
	現場管理費等を記載。詳細は、添付見積書に記載。

	
	合　　計
	○○○円
	消費税込みの金額を記載。

	小型風力発電システム
	

	
	小型風力発電システム（製品代）
	○○○円
	500Wシステムを１台設置。詳細は添付見積書に記載。

	
	設置工事費
	○○○円
	１台を屋根取り付け。詳細は添付見積書に記載。

	
	諸経費
	○○○円
	現場管理費等を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	合　　計
	○○○円
	消費税込みの金額を記載。

	家庭用燃料電池
	
	

	
	家庭用燃料電池（製品代）
	○○○円
	１ｋWシステムを１台設置。詳細は添付見積書に記載。

	
	設置工事費
	○○○円
	燃料電池、貯湯タンク等を設置。詳細は添付見積書に記載。

	
	諸経費
	○○○円
	現場管理費等を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	合　　計
	○○○円
	消費税込みの金額を記載。

	複層ガラス等省エネ資材（複層ガラス・樹脂サッシ）

	
	複層ガラス・樹脂サッシ（製品代）
	○○○円
	型式・品種ごとの数量を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	取付工事費
	○○○円
	複層ガラス・樹脂サッシ、内窓の取り付けに必要な工事に要する費用。詳細は添付見積書に記載。

	
	諸経費
	○○○円
	現場管理費等を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	合　　計
	○○○円
	消費税込みの金額を記載。

	複層ガラス等省エネ資材（高効率給湯器）

	
	高効率給湯器（製品代）
	○○○円
	○号を１台設置。詳細は添付見積書に記載。

	
	設置工事費
	○○○円
	機器設置工事、ドレン配管工事費を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	諸経費
	○○○円
	現場管理費等を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	合　　計
	○○○円
	消費税込みの金額を記載。

	購入予定の主な財産の内訳（価格が５０万円以上のもの）

	名　　称
	仕　様
	数量
	単　　価
	金　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


注１．各種設備・工事費について見積書を添付する。
２．複層ガラス等省エネ資材に係る経費にあっては、同種の一般製品に係る経費との差額を記載する。この場合、同種一般製品に係る経費についても見積書を添付する。
別紙３
対象設備導入前のエネルギー消費量
	（ふりがな）
設置者の氏名
	かんきょう　たろう
環境　　　 太郎

	設備を導入する場所の住所
	○○県○○市○○町○－○－○


消費エネルギー量（原則として、平成１６年４月～１７年３月とする）
	年　月
	電気（kＷh）
	都市ガス
（立方㍍）
	プロパンガス
（㎏）
	灯油（㍑）

	１６年　４月分
	
	
	
	

	１６年　５月分
	
	
	
	

	１６年　６月分
	
	
	
	

	１６年　７月分
	
	
	
	

	１６年　８月分
	
	
	
	

	１６年　９月分
	
	
	
	

	１６年１０月分
	
	
	
	

	１６年１１月分
	
	
	
	

	１６年１２月分
	
	
	
	

	１７年　１月分
	
	
	
	

	１７年　２月分
	
	
	
	

	１７年　３月分
	
	
	
	


注
1． 電気、ガスの使用量は、ご契約の電力会社・ガス会社に問い合わせれば把握できる
ので、その量を記入する。
2． 灯油については、１８㍑容器を何缶分購入したかおおよその数量を記入する。
3． 対象設備導入後にも同様のエネルギー消費量に関する報告をしていただくことに
なる。
別紙４
地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業補助申請者一覧
	地域協議会の名称
	

	事業の主たる実施場所
	　

	導入する設備注
	名　称
	
	導入件数
	


注：名称の欄には、電圧調整装置、小型風力発電システム、家庭用燃料電池、樹脂サッシ、ペアガラス、断熱材、高効率給湯器、高効率空調機、高効率照明など設備種類ごとに導入件数を記入する。
１．補助申請者一覧
	設備導入場所
（設置者氏名又は名称）
	導入設備
	交付申請額（円）
	着工予定日
	工事完了予定日

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	10
	
	
	
	

	11
	
	
	
	

	12
	
	
	
	

	13
	
	
	
	

	14
	
	
	
	

	15
	
	
	
	

	16
	
	
	
	

	17
	
	
	
	

	18
	
	
	
	

	19
	
	
	
	

	20
	
	
	
	


別紙４（つづき）
２．補助申請事業の分類及び集計
	設備を導入する場所の概要注
	戸建て住宅の導入件数
	
	合計延べ床面積　　　○○ｍ２

	
	集合住宅の導入件数
	
	合計延べ床面積　　　○○ｍ２

	
	業務用施設の導入件数
	
	合計延べ床面積　　　○○ｍ２

	
	
	施設の種類
	

	
	その他の施設等の導入件数
	
	合計延べ床面積・敷地面積・延長　　　
○○ｍ２、　○○ｍ

	
	
	施設の種類
	


注：戸建て、集合住宅、業務用施設、その他のうち該当するものの導入件数（合計）及び導入した施設の延べ床面積の合計値（概算）を記入する。業務用施設の種類は、スーパー、ファーストフード販売店などの施設の用途や業種を記載する。その他の施設等の種類は、商店街の街灯などを記載する。
別紙５
平成１７年○月○日
環境大臣殿
　　　　　　　　　　補助申請者　郵 便 番 号　○○○－○○
  住　　　　所　○○県○○市○○町○－○○
　　　　　　　　　　　　　　　　（よみがな）　かんきょう　たろう
名　　　　称　　環　境 　　太郎　　　　　　実印
　　　　　　　　　　　　　　　　電 話 番 号　○○○－○○○○－○○○○
　　　　　　　　　　地域協議会　住　　　　所　○○県○○市△△町○－○○
　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　 実印
平成１７年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（民間団体、地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業）工事着工届出書
　地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業に係る上記補助金の交付について下記のとおり工事着工届出書を提出します。
記
１　工事着工日　　　平成１７年○○月○○日
２　工事完了予定日　平成１７年○○月○○日
３　地域協議会担当者連絡先
	担当者氏名
	
	所属
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ
	


４　添付書類
　工事請負契約書の写し（コピーで可）
様式第１の２（第６条関係、地域協議会で申請する場合）
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　補助申請地域協議会　住　　　　所　○○県○○市△△町○－○○
　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　 実印
平成１７年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（民間団体、地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業）交付申請書
　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第６条の規定により地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業に係る上記補助金の交付について下記のとおり申請いたします。
記
１　補助事業で整備する設備
２　補助事業の内容
      　別紙１　整備計画書のとおり
３　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　　（うち消費税及び地方消費税相当額  　　　　　　　　　円）
４　補助事業に要する経費及び補助金の配分額
      　別紙２　経費内訳のとおり
５　補助事業の開始及び完了予定年月日
　　　　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
６　その他参考資料
設備の設置位置を示す配置図、設備の仕様書及び設備導入前のエネルギー消費量
注
1． 「１．補助事業で整備する設備」には、電圧調整装置等省エネ機器、民生用小型風力発電システム、家庭用小型燃料電池、複層ガラス等省エネ資材のうち該当するものを記載する。
2． 「６．その他参考資料」は、
(1)設備の設置位置を示す配置図
原則として平面図又は立面図のいずれかに設備の設置位置を記載する。
(2)設備の仕様書
　設備の定格能力、規格、性能その他の仕様を示す書類をメーカーや工務店から入手し添付する。
(3)設備導入前のエネルギー消費量
　別紙３に設備導入前１年間のエネルギー消費量（電気、ガス、灯油）を記載する。
別紙１
地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業整備計画書
	地域協議会の名称
	

	事業の主たる実施場所
	　

	導入する設備注
	名　称
	
	導入件数
	


注：名称の欄には、電圧調整装置、小型風力発電システム、家庭用燃料電池、樹脂サッシ、ペアガラス、断熱材、高効率給湯器、高効率空調機、高効率照明など設備種類ごとに導入件数を記入する。
	設備を導入する場所の概要注
	戸建て住宅の導入件数
	
	合計延べ床面積　　　○○ｍ２

	
	集合住宅の導入件数
	
	合計延べ床面積　　　○○ｍ２

	
	業務用施設の導入件数
	
	合計延べ床面積　　　○○ｍ２

	
	
	施設の種類
	

	
	その他の施設等の導入件数
	
	合計延べ床面積・敷地面積・延長　　　
○○ｍ２、　○○ｍ

	
	
	施設の種類
	


注：戸建て、集合住宅、業務用施設、その他のうち該当するものの導入件数（合計）及び導入した施設の延べ床面積の合計値（概算）を記入する。業務用施設の種類は、スーパー、ファーストフード販売店などの施設の用途や業種を記載する。その他の施設等の種類は、商店街の街灯などを記載する。
	導入前後でのＣＯ２削減効果
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｋｇＣＯ２／年


注：地域協議会事業全体での対象設備の導入前及び導入後でのエネルギー消費量の変化（適宜、文献値、設備の仕様書のデータを用いて推定する）から、ＣＯ２削減効果を計算する。計算根拠を適宜添付する。
	他の補助金への申請状況
	有　無
	有の場合は申請している補助金の名称：


注：他の補助金に応募（申請）している場合は、その名称を記載する。国の補助金は重複して受け取ることはできない。
地域協議会担当者連絡先
	担当者氏名
	
	所属
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ
	


別紙２
地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業に要する経費内訳
	地域協議会の名称
	

	事業の主たる実施場所
	　


１　補助金交付申請額（補助金所要額）
	所要経費

	(1)総事業費
	(2)寄付金その他
   の収入
	(3)差引額
   (1)-(2)
	(4)補助対象経費　　 支出予定額

	
	               円
	               円
	　         　  円
	    　         円

	
	(5)基準額

	(6)選定額
 　(4)と(5)を比較
 して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額
　 (3)と(6)を比較
 して少ない方の額
	(8)補助金所要額
   (7)×1/3

	
	               円
	               円
	               円
	               円


注
２の補助金対象経費支出予定額の合計金額を(4)補助対象経費支出予定額の欄に記載する。
(5)基準額は記載する基準額の指定が環境省からあった場合には記載する。
(6)選定額は、基準額の記載がある場合には(4)と(5)を比較して少ない方の額を、基準額の記載がない場合には(4)の額を記載する。
(1)総事業費は、補助対象経費以外の経費も含め、事業実施のための総事業費を記載する。(2)寄付金その他の収入があればその収入額を記載し（地方公共団体からの補助金は記載する必要はない。）、(3)差引額に(1)から(2)の額を差し引いた額を記載する。
(7)国庫補助基本額は、(3)と(6)を比較して少ない方の額を記載する。(7)国庫補助基本額に補助率1/3を乗じた額が(8)補助金所要額（補助金交付申請額）である。
２　補助対象経費支出予定額の内訳（地域協議会全体での補助対象経費を記載する）
	経費区分・費目
	金  額
	積算内訳（注：記載内容は記載例や記入上の注意事項である）

	電圧調整装置
	

	
	電圧調整装置（製品代）
	○○○円
	電圧調整装置を○件○台設置。詳細は添付見積書に記載。

	
	取り付け工事費
	○○○円
	電圧調整装置を○件○台取り付け。詳細は添付見積書に記載。

	
	諸経費
	○○○円
	現場管理費等を記載。詳細は、添付見積書に記載。

	
	合　計
	○○○円
	消費税込みの金額を記載。

	小型風力発電システム
	

	
	小型風力発電システム（製品代）
	○○○円
	500Wシステムを○件○台設置。詳細は添付見積書に記載。

	
	設置工事費
	○○○円
	○台を屋根取り付け、○台を地上に設置。詳細は添付見積書に記載。

	
	諸経費
	○○○円
	現場管理費等を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	合　計
	○○○円
	消費税込みの金額を記載。

	家庭用燃料電池
	
	

	
	家庭用燃料電池（製品代）
	○○○円
	１ｋWシステムを○件○台設置。詳細は添付見積書に記載。

	
	設置工事費
	○○○円
	燃料電池、貯湯タンク等を併設。詳細は添付見積書に記載。

	
	諸経費
	○○○円
	現場管理費等を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	合　計
	○○○円
	消費税込みの金額を記載。

	複層ガラス等省エネ資材（複層ガラス・樹脂サッシ）

	
	複層ガラス・樹脂サッシ（製品代）
	○○○円
	型式・品種ごとの延べ数量と設置件数を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	取付工事費
	○○○円
	複層ガラス・樹脂サッシ、内窓の取り付けに必要な工事に要する費用。詳細は添付見積書に記載。

	
	諸経費
	○○○円
	現場管理費等を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	合　計
	○○○円
	消費税込みの金額を記載。

	複層ガラス等省エネ資材（高効率給湯器）

	
	高効率給湯器（製品代）
	○○○円
	○号を○台、△号を△台設置。延べ数量と設置件数を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	設置工事費
	○○○円
	機器設置工事、ドレン配管工事費を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	諸経費
	○○○円
	現場管理費等を記載。詳細は添付見積書に記載。

	
	合　計
	○○○円
	消費税込みの金額を記載。

	購入予定の主な財産の内訳（価格が５０万円以上のもの）

	名　　称
	仕　様
	数量
	単　　価
	金　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


注１．各種設備・工事費について見積書を添付する。
２．複層ガラス等省エネ資材に係る経費にあっては、同種の一般製品に係る経費との差額を記載する。この場合、同種一般製品に係る経費についても見積書を添付する。
３　地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業対象設備導入場所一覧
	事業の主たる実施場所
	　

	導入する設備注
	名　称
	
	導入件数
	


注：名称の欄には、電圧調整装置、小型風力発電システム、家庭用燃料電池、樹脂サッシ、ペアガラス、断熱材、高効率給湯器、高効率空調機、高効率照明など設備種類ごとに導入件数を記入する。
	設備導入場所
（設置者氏名又は名称）
	導入設備
	補助金額（円）
	着工予定日
	工事完了予定日

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	10
	
	
	
	

	11
	
	
	
	

	12
	
	
	
	

	13
	
	
	
	

	14
	
	
	
	

	15
	
	
	
	

	16
	
	
	
	

	17
	
	
	
	

	18
	
	
	
	

	19
	
	
	
	

	20
	
	
	
	


注：地域協議会において、設置者から工事着工届出の提出を受ける等により工事着工の有無を確認すること。
別紙３
対象設備導入前のエネルギー消費量
	地域協議会の名称
	

	事業の主たる実施場所
	　


消費エネルギー量（原則として、平成１６年４月～１７年３月の１年間分とする）
	設置者氏名又は名称
	電気（kＷh）
	都市ガス
（立方㍍）
	プロパンガス
（㎏）
	灯油（㍑）

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	10
	
	
	
	

	11
	
	
	
	

	12
	
	
	
	

	13
	
	
	
	

	14
	
	
	
	

	15
	
	
	
	

	16
	
	
	
	

	17
	
	
	
	

	18
	
	
	
	

	19
	
	
	
	

	20
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


注
1． 電気、ガスの使用量は、ご契約の電力会社・ガス会社に問い合わせれば把握できる
ので、その量を記入する。
2． 灯油については、１８㍑容器を何缶分購入したかおおよその数量を記入する。
3． 対象設備導入後にも同様のエネルギー消費量に関する報告をしていただくことに
なる。

様式第１の３（第６条関係）
年　　月　　日
　環境大臣　殿
	　　　　　　　　　　申請者　　
　　　　　　　　　　　　　　　
	郵便番号
	

	
	住　　　　所
	　　　　都道           
        府県

	
	
	

	
	（ふ　り　が　な）
氏　　　　名
	

	
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	電話番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


平成１７年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金交付申請書
（二酸化炭素排出量削減モデル住宅整備事業）
　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第６条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請いたします。
記
１　補助事業の名称　　　　　　二酸化炭素排出量削減モデル住宅整備事業
２　補助事業の目的及び内容　　別紙１　実施計画書のとおり
３　補助金交付申請額　　　　　４００，０００円
４　補助事業に要する経費及び補助金の配分額　　別紙２　経費内訳のとおり
５　補助事業の開始及び完了予定年月日
	　　

	補助事業の開始（工事着工）予定日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	補助事業の完了（工事完了）予定日
	平成　　　年　　　月　　　日


［手続代行者］
	郵便番号
	

	住　　　　所
	　　　　　
　　　　　都道           
        　府県

	会　 社 　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	


（添付書類）
１　別紙１　実施計画書
２　別紙２　経費内訳
３　別紙３　住宅整備前のエネルギー消費量その他の居住関係データ
４　配置図（設備等の設置位置を示すもの）
５　設備等の仕様書
６　平面図（縮尺１／１００以上）、立面図（縮尺１／１００以上）、断面図（矩形図）
７　申請者の印鑑証明書
別紙１
二酸化炭素排出量削減モデル住宅整備事業実施計画書
	１　住宅建設

　　予定場所
	所在地
	

	
	用途地域
	①第一種低層住居専用地域　②第一種中高層住居専用地域　③第一種住居地域　④第二種低層住居専用地域　⑤第二種中高層住居専用地域　⑥第二種住居地域　⑦準住居地域　⑧近隣商業地域　⑨商業地域　⑩準工業地域　⑪市街化調整地域　⑫その他


２　住宅等の概要　（内容を記入又は該当する項目を○で囲んで下さい）
	新築・既築の別
	新築　　増築　　改築　　既築

	地域区分
	Ⅰ地域　　Ⅱ地域　　Ⅲ地域　　Ⅳ地域　　Ⅴ地域　　Ⅵ地域

	階数
	地下　　　階、　地上　　　階

	工法
	在来木造　　鉄筋鉄骨　　２×４　　パネル　　ユニット
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	延べ床面積
	　　　　　　　　　ｍ２

	家族人数
	　　　　　　　　　人

	家族構成
	単身　　夫婦のみ　　２世代（親子など）　　３世代（親子・孫など）
その他（                                               ）


３　導入する設備等の概要
（１）太陽光発電システム
	太陽電池の最大出力
	kW

	購入予定メーカー名
	


（２）高効率給湯器
	給湯機器の種類
　 及び効率
	　CO2冷媒ヒートポンプ方式（エネルギー消費効率(COP)：　　　 　）
　潜熱回収方式（熱効率：　　　　　　　）
　ガスエンジン方式（エネルギー効率：　　　　　　　）
　その他の方式【　　　　　　】
（ＣＯ２排出量の削減率：　　　　　）


	購入予定メーカー名及び機種名
	メーカー名：
機種名（型番）：


（３）断熱材等
　　①　住宅が次世代省エネルギー基準を満たす根拠（該当する項目全てを○で囲んで下さい）
	・次世代省エネ基準適合住宅の評定（IBEC）
・仕様規定による仕様　
・その他


　　※　品質確保促進法の住宅型式性能認定（省エネルギー対策等級の等級４）又はIBECによる次世代省エネ基準適合住宅の評定を取得している住宅の場合は、認定書の写しを添付して下さい。
②　断熱等の仕様（①の住宅型式性能認定又はIBECによる次世代省エネ基準適合住宅の評定を取得している住宅の場合は、記入不要です。）
　　１）断熱仕様
	部　　　位
	断熱材の種類
	厚さ（mm）

	屋根又は天井
	屋　　根
	
	

	
	天　　井
	
	

	壁
	
	

	外壁の中間階床の横架材部分
	
	

	床
	外気に接する床
	
	

	
	その他の床
	
	

	土間床等
の外周部
	外気に接する部分
	
	

	
	その他の部分
	
	


４　住宅ローンの状況
	借入予定先
	

	借入予定額
	                             円


別紙２
二酸化炭素排出量削減モデル住宅整備事業に要する経費内訳
１　所要経費
	総事業費
	                                   円

	補助対象経費
	                                   円


２　補助対象経費支出予定額内訳
	経費区分
	金額（円）
	積算内訳

	(1)太陽光発電工事
 　消費税
 　計（Ａ）
(2)高効率給湯器
 　高効率給湯器導入費
　 消費税
　 計（Ｂ）
(3)次世代省エネ仕様
 　次世代省エネ仕様導　 入費
　 消費税
　 計（Ｃ）
補助対象経費合計
　（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
	
	


別紙３
住宅整備前のエネルギー消費量及びその他の居住関係データ
	設置者の氏名
	


１．消費エネルギー量（原則として、平成１６年４月～１７年３月について記載して下さい）
	年月
	電気（kＷh）
	都市ガス
（立方㍍）
	プロパンガス
（㎏）
	灯油（㍑）

	１６年４月分
	
	
	
	

	１６年５月分
	
	
	
	

	１６年６月分
	
	
	
	

	１６年７月分
	
	
	
	

	１６年８月分
	
	
	
	

	１６年９月分
	
	
	
	

	１６年１０月分
	
	
	
	

	１６年１１月分
	
	
	
	

	１６年１２月分
	
	
	
	

	１７年１月分
	
	
	
	

	１７年２月分
	
	
	
	

	１７年３月分
	
	
	
	


注
1． 電気、ガスの使用量は、ご契約の電力会社・ガス会社に問い合わせれば把握できるので、その量を記入する。
2． 灯油については、１８㍑容器を何缶分購入したかおおよその数量を記入する。
3． 対象設備導入後にも同様のエネルギー消費量に関する報告をしていただくことになる。
別紙３（つづき）
住宅整備前のエネルギー消費量及びその他の居住関係データ
	設置者の氏名
	


２．今住んでいる住宅に関するデータ（今回整備する住宅と今住んでいる住宅が異なる場合、今住んでいる住宅について記載して下さい。）
	住宅に関する事項
	住所：　県　市
（市町村名までで結構です）
	延べ床面積
　　　　　　　　　　　ｍ２

	世帯構成
	世帯人数　　　　　　　　　　　　　人

	
	世帯構成
	　単身　　夫婦のみ　　２世代（親子など）　　３世代（親子・孫など）その他（                                               ）

	エネルギー消費設備保有状況
	冷暖房機器
	冷房専用エアコン　　　台
	セントラル方式の有無
　①住戸セントラル
　②住棟セントラル
　③セントラルではない
	セントラル方式の場合セントラルになっているのは
　①冷房、暖房、給湯
　②冷房と暖房　③暖房と給湯
　④暖房のみ　⑤給湯のみ

	
	
	冷暖房兼用エアコン　　台
	
	

	
	
	エアコン以外の冷暖房機器は
①石油ファンヒーター、②ガスファンヒーター、③電気ファンヒーター、④石油ストーブ、⑤ガスストーブ、⑥電気ストーブ、⑦石油ＦＦ式ストーブ、⑧ガスＦＦ式ストーブ、⑨石油煙突式ストーブ、⑩電気オイルヒーター、⑪灯油温水式床暖房、⑫ガス温水式床暖房、⑬電気式床暖房、⑭電気カーペット

	
	給湯機器
	給湯器の種類は
①ガスボイラ（給湯・風呂釜）、②灯油ボイラ（給湯・風呂釜）、③電気温水器（深夜電力など時間帯別電灯用）、④まきボイラ（給湯・風呂釜）、⑤瞬間湯沸かし器（台所など局所給湯）、⑥小型電気温水器（台所など局所給湯）、⑦太陽熱温水器

	
	厨房設備
	キッチンのコンロは
①ガスコンロ
②電気コンロ
	冷蔵庫
台
年式
	コンロ以外の厨房機器は
①電気炊飯器、②電子レンジ、③ガス炊飯器、
④ガスオーブン、⑤食器洗い機、⑥食器洗い乾燥機、⑦生ごみ処理機、⑧電気ポット、⑨ディスポーザー

	
	照明
	居室での白熱灯の使用
有・無
	屋外灯の有無
①門灯　②玄関灯　
③庭園灯　④なし
	白熱灯の使用の有無
①門灯　②玄関灯
③庭園灯　④なし

	
	家電
	テレビ
　　台
	パソコン
　　台
	ﾋﾞﾃﾞｵ・DVDプレーヤー　有・無
	オーディオコンポ
有・無
	暖房・温水洗浄便座
有・無


注）１．台数を記入するところには、使用台数を記載してください。ない場合は０（ゼロと記入）
２．選択するところは、該当するもの（番号を付した機器又は有無）を○で囲んで下さい。 
別紙３（つづき）
様式第２（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付決定通知書
                                                    補　助　事　業　者
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付申請のあった平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適化法」という。）第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定により通知する。
　　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境大臣　　　　　　　　　　　　印
記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、平成　　年　　月　　日付け　第　　号交付申請書のとおりである。
２  補助金の交付決定額は、金　　　　　　　　円である。
　　ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は補助金の額が　変更されるときは、別に通知するところによる。
３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額の区分は、平成　　年　　月　　日付け　第　　号交付申請書記載のとおりである。
４　補助事業者は、適化法、同法施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び二酸化炭素排　出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱（平成１５年１０月１日環産廃発第　　03001006号、環地温発第031001002号）に従わなければならない。
５　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は平成　　　年　　月　　日とする。
６　ＣＤＭ／ＪＩＩ設備補助事業の補助事業者は、気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書（以下「京都議定書」という。）第６条又は第１２条及び関連する国際的合意に準拠して当該補助事業を実施しなければならない。
７　ＣＤＭ／ＪＩ設備補助事業のうち設備補助事業の補助事業者は、交付要綱第２５条の定めるところにより、、京都メカニズムによるクレジットを日本国政府の保有口座に移転しなければならない。
８ 　温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助事業の補助事業者は、交付要綱第２６条に基づき、平成１８年度終了後、環境大臣が委託する検証機関の検証を受けた平成１８年度の対象工場・事業場における二酸化炭素排出量と同量の排出枠を償却しなければならない。
９　補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付要綱の定めるところにより、補助金の額の確定又は消費税の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。
様式第２の２（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金交付決定通知書
（二酸化炭素排出量削減モデル住宅整備事業）
                                                    補　助　事　業　者
　平成　　年　　月　　日付けで交付申請のあった平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（二酸化炭素排出量削減モデル住宅整備事業）については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適化法」という。）第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定により通知する。
　　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境大臣　　　　　　　　　　　　印
記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、平成　　年　　月　　日付け交付申　請書のとおりである。
２  補助金の交付決定額は、金　　　　　　　　円である。
　　ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は補助金の額が　変更されるときは、別に通知するところによる。
３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額の区分は、平成　　年　　月　　日付け交付申請書記載のとおりである。
４　補助事業者は、適化法、同法施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び二酸化炭素排　出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱（平成１５年１０月１日環産廃発第　　03001006号、環地温発第031001002号）に従わなければならない。
５　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は平成　　　年　　月　　日とする。
様式第３（第１０条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）
計画変更承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）の計画を次のとおり変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第１０条第１項の規定により下記のとおり申請いたします。
記
１　補助事業の名称          
２　変更の内容               
３　変更を必要とする理由     
４  変更が補助事業に及ぼす影響
注１　補助事業の名称は、要綱第４条第１項の各号の事業名を記載すること。
２　事業の内容を変更する場合にあっては、様式第１の別紙１計画書に変更後の内容を
　　記載して添付すること。
　３　経費の配分を変更する場合にあっては、様式第１の別紙２経費の内訳に変更前後の　　額を上下に区分のうえ記載して添付すること。
様式第４（第１１条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）
中止（廃止）承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）を次のとおり中止（廃止）したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第１１条の規定により下記のとおり承認を申請いたします。
記
１  補助事業の名称                            
２　中止（廃止）を必要とする理由     
３　中止（廃止）の期間         
４　中止（廃止）が補助事業に及ぼす影響
５　中止（廃止）後の措置             
注１　補助事業の名称は、要綱第４条第１項の各号の事業名を記載すること。
　２　中止（廃止）までに実施した事業の内容を記載した書類及び様式第１の別紙２経費　　の内訳に中止（廃止）前後の額を上下に区分の上記載した書類を添付すること。
　

様式第５（第１２条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）遅延報告書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）の遅延について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第１２条の規定により下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の名称
２　遅延の原因及び内容
３　遅延に係る金額
４　遅延に対して採った措置
５　遅延等が補助事業に及ぼす影響
６　補助事業の遂行及び完了の予定
注１　補助事業の名称は、要綱第４条第１項の各号の事業名を記載すること。
  ２　事業の進捗状況を示した工程表を、当初と変更後を対比できるように作成し添付す　　ること。
様式第６（第１４条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）遂行状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）の遂行状況について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第１４条の規定により下記のとおり報告します。
記
    補助事業の名称：
	  経費の区分
	  計画額(円)
	  実施額(円)
	       遂　行　状　況

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第７（第１５条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）を完了（中止・廃止）しましたので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第１５条の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の名称
２　補助金の交付決定額及び交付決定年月日
　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（平成　　年　　月　　日　番号）
　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円 ）
３　補助事業の実施状況
  （１）補助事業の内容
  （２）補助事業の効果
４　補助金の経費収支実績
　　　　別紙のとおり
５　添付資料
   （１）完成図書（各種手続等に係る書面の写しを含む。）
   （２）写真（工程等が分かるもの）
   （３）その他参考資料
注１　補助事業の名称は、要綱第４条第１項の各号の事業名を記載すること。
注２　要綱第４条第１項第１号及び第４号から第１１号までの事業にあっては別紙１を、第２号の事業にあっては別紙６を、第３号の事業にあっては別紙２を、第１２号の事業にあっては別紙３を、第１３号の事業にあっては別紙４を、第１４号の事業にあっては別紙５を用いること。
注３　要綱第４条第１項第１０号の事業（地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業）において個々の設置者が補助事業者となる場合については、地域協議会において実績報告書をとりまとめ、別紙１－２地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業補助事業者一覧表を添付して提出すること。
注４　要綱第２５条第１項に規定するＣＤＭ／ＪＩ設備整備補助事業者にあっては、別紙７のクレジット移転計画書を提出すること。

別紙１
経費所要額精算調書
１．経費実績額
	(1)総事業費
	(2)寄付金
　その他の収入
	(3)差引額
    (1)－(2)
	(4)補助対象経
   費実支出額
	(5)基準額

	              円
	           　  円
	　      　 円
	　      　  円
	            円

	(6)選定額
　(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額
　(3)と(6)を比較して少ない方の額 
	(8)補助金所要   額
 (7)× ※
	(9)補助金交付    決定額
　    
	(10)過不足額
 　 (9)－(8)          

	              円
	           　  円
	　　　　　円
	　      　  円
	            円


２．補助対象経費実支出額内訳                                        （単位：円）
	経費区分・費目
	   金　　額
	             積　算　内　訳

	  合　　計
	
	

	  購入した主な財産の内訳(一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの)

	    名　　　　称
	    仕　　様
	数量
	  単　価
	  金　　額
	　購入時期

	
	
	
	
	
	


（注）※について、要綱第４条第１項第１号、第４号、第５号、第８号、第９号、第10号及び11号の事業においては１／３を、同項第７号の事業においては１／２を、同項第６号の事業においては定額を記載すること。
別紙１－２
地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業補助事業者一覧
	地域協議会の名称
	

	事業の主たる実施場所
	　

	導入する設備注
	名　称
	
	導入件数
	


注：名称の欄には、電圧調整装置、小型風力発電システム、家庭用燃料電池、樹脂サッシ、ペアガラス、断熱材、高効率給湯器、高効率空調機、高効率照明など設備種類ごとに導入件数を記入する。
１　補助事業者一覧
	設置者氏名又は名称
	導入設備
	交付決定額（円）

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	５
	
	

	６
	
	

	７
	
	

	８
	
	

	９
	
	

	10
	
	

	11
	
	

	12
	
	

	13
	
	

	14
	
	

	15
	
	

	16
	
	

	17
	
	

	18
	
	

	19
	
	

	20
	
	


２　地域協議会担当者連絡先
	担当者氏名
	
	所属
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ
	


別紙２
廃棄物処理施設における温暖化対策事業経費所要額精算調書
１．経費実績額
	(1)総事業費
	(2)寄付金
　その他の収入
	(3)差引額
    (1)－(2)
	(4)補助対象経
   費実支出額
	(5)基準額

	              円
	           　  円
	　      　 円
	　      　  円
	            円

	(6)選定額
　(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額
　(3)と(6)を比較して少ない方の額 
	(8)補助金所要額
　 (7)×1/3
	(9)高効率化に伴う
　 増嵩費用

	              円
	           　  円
	　 　　　　　　    円
	 　　　            円

	(10)改補助金所要額
    (8)と(9)を比較して
　　少ない方の額
	(11)補助金交付決定額

	(12)過不足額
    (11)－(10)

	                    　円
	                     円
	       　                円


２．補助対象経費実支出額内訳                                        （単位：円）
	経費区分・費目
	   金　　額
	             積　算　内　訳

	  合　　計
	
	

	  購入した主な財産の内訳(一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの)

	    名　　　　称
	    仕　　様
	数量
	  単　価
	  金　　額
	　購入時期

	
	
	
	
	
	


別紙３
再生可能エネルギー高度導入地域整備事業経費所要額精算調書
	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額
　(1)－(2)
	(4)算出額ア
(3)×1/2

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)補助対象経費実支出額
	(6)交付基準額
	(7)選定額
(5)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)算出額イ
(7)×1/2

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)補助対象経費実支出額
	(9)控除すべき額の算定額
	(10)控除後の額
(5)－(9)
	(11)補助金所要額　(4)、(8)、(10)を比較して少ない方の額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(12)補助金交付決定額
	(13)過不足額　(12)－(11)

	
	円
	円

	補助対象経費実支出額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　算　内　訳

	
	
	

	購入した主な財産の内訳（価格が５０万円以上のもの）

	名　称
	仕　様
	数量
	単　価
	金　額
	購入時期

	
	
	
	
	
	


※（9）の額は、交付要綱第５条第８項第２号ウに定める算定額をいう。

別紙４
業務部門二酸化炭素削減モデル事業経費所要額精算調書
	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額
　(1)－(2)
	(4)算出額ア
(3)×1/3

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)補助対象経費実支出額
	(6)交付基準額
	(7)選定額
(5)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)算出額イ
(7)×1/3

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)補助対象経費実支出額
	(9)控除すべき額の算定額
	(10)控除後の額
(5)－(9)
	(11)補助金所要額　(4)、(8)、(10)を比較して少ない方の額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(12)補助金交付決定額
	(13)過不足額　(12)－(11)

	
	円
	円

	補助対象経費実支出額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　算　内　訳

	１省エネ設備等導入費用
２同種一般製品の導入費用
３　差　　額
４　合　　計
	
	

	購入した主な財産の内訳（価格が５０万円以上のもの）

	名　　称
	仕　　様
	数量
	単　　価
	金　　額
	購入時期

	
	
	
	
	
	


別紙５
省エネ型自然冷媒冷凍装置の普及モデル事業経費所要額精算調書
	所
要
経
費

	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額
　(1)－(2)
	(4)自然冷媒冷凍装置導入必要費用実支出額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)比較対象フロン装置導入必要費用
	(6)差額
　 (4)－(5)
	(7)撤去既存装置残存価額（加算を希望する場合）
	(8)修正差額
   (6)＋(7)

	
	             円
	              円
	　         　  円
	   　         円

	
	(9)基準額

	(10)選定額
 　(8)と(9)を比較
 して少ない方の額
	(11)国庫補助基本額
(3)と(10)を比較して少ない方の額
	(12)補助金所要額
   (11)×1/3

	
	             円
	              円
	               円
	              円

	
	(12)補助金交付決定額
	(13)過不足額　(12)－(11)

	
	円
	円

	  補　助　対　象　経　費　実　支　出　額　内　訳

	経費区分・費目
	   金　　額
	             積　算　内　訳

	１自然冷媒冷凍装置導入費用
２フロン冷媒冷凍装置導入費用
３撤去する既存設備の残存価額（加算を希望する場合）
４  合　　計
（１－２＋３）
	
	

	  購入した主な財産の内訳(一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの)

	    名　　　　称
	    仕　　様
	数量
	  単　価
	  金　　額
	購入時期

	
	
	
	
	
	


別紙６
CDM/JI設備補助事業経費所要額精算調書
１．経費実績額
	(1)総事業費
	(2)寄付金
　その他の収入
	(3)差引額
    (1)－(2)
	(4)補助対象経
   費実支出額
	(5)基準額

	              円
	           　  円
	　      　 円
	　      　  円
	            円

	(6)選定額
　(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額
　(3)と(6)を比較して少ない方の額 
	(8)補助金所要額
　 (7)×1/2
	(9) クレジット移転総量に仮想クレジット価格を乗じて得た額

	              円
	           　  円
	　 　　　　　　    円
	 　　　            円

	(10)改補助金所要額
    (8)と(9)を比較して
　　少ない方の額
	(11)補助金交付決定額

	(12)過不足額
  (11)－(10)
※(10)が空欄の場合(11)－(8)

	                    　円
	                     円
	       　                円


２．補助対象経費実支出額内訳                                        （単位：円）
	経費区分・費目
	   金　　額
	             積　算　内　訳

	  合　　計
	
	

	  購入した主な財産の内訳(一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの)

	    名　　　　称
	    仕　　様
	数量
	  単　価
	  金　　額
	　購入時期

	
	
	
	
	
	


（注）

(9)、(10)は要綱第25条第1項に規定するCDM/JI設備整備補助事業者のみ記載すること。

(9)の数値は別紙７の実績報告に基づくクレジット移転計画書(2)、(3)の数値に基づいて記載すること。
別紙７
実績報告に基づくクレジット移転計画書

ＣＤＭ／ＪＩ設備補助事業に関して、交付要綱第２５条に基づき日本国政府の保有口座へ移転する京都メカニズムによるクレジット（ＣＥＲ、ＥＲＵ又はＡＡＵ）は、実績報告を踏まえれば、下記のとおりです。

（1） 補助金千円当たりの移転クレジット量〔CO2換算トン／千円：小数点第３位まで記載〕

（2） クレジット移転総量〔CO2換算トン〕
＝補助金額〔円〕 × （１）〔CO2換算トン／千円〕／１０００

（3） (1)に基づく仮想クレジット価格〔円／CO2換算トン〕
（4） 移転期限

（5） クレジット移転計画

	年度注1
	
	
	・・・
	
	平成25年度（2013年度）

	クレジット種別注2
	
	
	
	
	

	①補助事業から発生するクレジット予定量注3
	
	
	
	
	

	①の累計
	
	
	
	
	

	②補助事業者の獲得するクレジット予定量
	
	
	
	
	

	②の累計
	
	
	
	
	

	③政府の保有口座へ移転するクレジット予定量注3注4
	
	
	
	
	

	③の累計
	
	
	
	
	

	④移転予定月注5
	
	
	
	
	


注１　政府保有口座への移転完了年に係わらず2013年度まで記載すること。ただし、移転期限については2013年9月末を越えて設定することはできない。

注２　ＣＥＲ、ＥＲＵ又はＡＡＵの種別を記入。2種類以上となる場合には①、②、③についてもそれぞれ分けて記載し、③については合計も記載すること。

注３　削減事業実施年度ではなく、実際にクレジットの獲得が予想される年度で記載すること。

注４　移転期限までに（２）に記載した移転予定総量に達する計画とすること。

注５　各年度のクレジット移転予定月を記載のこと。なお、事業実施後、遅延なく検証、認証、発行、移転等を行うこと。

様式第７の２（第１５条関係）
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金実績報告書
（二酸化炭素排出量削減モデル住宅整備事業）
　平成　　年　　月　　日付けで交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（二酸化炭素排出量削減モデル事業）を完了（中止・廃止）しましたので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第１５条の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の名称　　　二酸化炭素排出量削減モデル住宅整備事業
２　補助金の交付決定額及び交付決定年月日
　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（平成　　年　　月　　日　番号）
　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円 ）
３　補助事業の実施状況
  （１）補助事業の内容
  （２）補助事業の効果
４　補助金の経費収支実績
　　　　別紙のとおり
５　添付資料
   （１）工事請負契約書の写
　 （２）補助対象経費にかかる領収書の写
   （３）整備した設備等の設置状況を示す写真（施工中及び施工後の写真）
　 （４）申請者の住民票
   （５）住宅ローンに係る金銭消費貸借契約書の写
［手続代行者］
	郵便番号
	

	住　　　　所
	　　　　　都道           
        　府県

	会　 社 　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	


別紙
経費所要額精算調書
１　経費実績額
	総事業費
	                                  　　 円

	補助対象経費実支出額
	                           　　        円


２　補助対象経費実支出額内訳
	経費区分
	金額（円）
	積算内訳

	(1)太陽光発電工事
 　消費税
 　計（Ａ）
(2)高効率給湯器導入費
　 消費税
　 計（Ｂ）
(3)次世代省エネ仕様導　 入費
　 消費税
　 計（Ｃ）
補助対象経費合計
　（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
	
	


様式第８（第１６条関係）
                                                     　　　　　第　　　　　　号
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付額確定通知書
                                             補　　助　　事　　業　　者
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定した平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）については、平成　　年　　月　　日の事業実績報告書に基づき、下記のとおり確定したので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第１６条第１項の規定により通知する。
　　平成　　年　　月　　日
環境大臣  　　　　　　　　　印
記
　　　　　補助事業の名称
    　　　確　　定　　額　　　金　　　　　　　　　　　　円
          確定にあたっての条件等

　　　　　　（ＣＤＭ／ＪＩ設備補助事業のうち設備整備事業に係る）補助事業者は、
交付要綱第２５条第１項の定めるところにより、○○ｔＣＯ2の京都メカニズ
ムによるクレジットを、○年○月までに、日本政府の保有口座に移転するもの
とする。
注１　補助事業の名称は、要綱第４条第１項の各号の事業名を記載すること。
  ２  確定にあたっての条件等は、ＣＤＭ／ＪＩ設備補助事業のうち設備整備事業においては、必ず記載する。
様式第９（第１７条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）
概算（精算）払請求書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定（交付額確定）の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）の概算払（精算払）を受けたいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第１７条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。
記
１　補助事業の名称
２　請求金額            金               　　　円
３　請求金額の内訳
  （概算払の場合）                                                (単位：千円)
	経費区分
	交付決定額
    ①
	     支　出　費　用　状　況 
	概　算　払
受領済額
    ⑤
	差引請求額
  ④－⑤

	
	
	　実績額
    ②
	　見込額
    ③
	  合　計
④＝②+③
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	    計
	
	
	
	
	
	


  （精算払の場合）                                       (単位：千円)
	 交付決定額
	 確定額
       ①
	 概算払受領済額
       ②
	 差引請求額
    ①－②

	
	
	
	


４　振込先の金融機関及びその支店名並びに預金の種別、口座番号及び名義
５　概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）
注　
１．「１　補助事業の名称」は、要綱第４条第１項の各号の事業名を記載すること。
２．「４振込先の金融機関及びその支店名並びに預金の種別、口座番号及び名義」は、要綱第４条第１項第１０号の事業（地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業）において個々の設置者が補助事業者となる場合については、別紙１に必要事項を記載すること。また、この場合、地域協議会において実績報告書をとりまとめ、別紙１－２地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業補助事業者一覧を添付して提出すること。
別紙１（地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業）
振込先の金融機関及びその支店名並びに預金の種別、口座番号及び名義
	金融機関名
	（ふりがな）
	　銀行コード

	
	
	

	支店名
	（ふりがな）
	　支店コード

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	預金種類
	　　普通　　　　当座　　　　　その他（　　　　　　）

	口座番号
	

	口座名義
	（ふりがな）

	
	


［地域協議会担当者］
	郵便番号
	

	住　　　　所
	　　　　　都道           
        　府県

	会　 社 　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	


別紙１－２（地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業）
地域協議会代エネ・省エネ対策推進事業補助事業者一覧
	地域協議会の名称
	

	事業の主たる実施場所
	　

	導入する設備注
	名　称
	
	導入件数
	


注：名称の欄には、電圧調整装置、小型風力発電システム、家庭用燃料電池、樹脂サッシ、ペアガラス、断熱材、高効率給湯器、高効率空調機、高効率照明など設備種類ごとに導入件数を記入する。
１　補助事業者一覧
	設置者氏名又は名称
	導入設備

	１
	

	２
	

	３
	

	４
	

	５
	

	６
	

	７
	

	８
	

	９
	

	10
	

	11
	

	12
	

	13
	

	14
	

	15
	

	16
	

	17
	

	18
	

	19
	

	20
	


２　地域協議会担当者連絡先
	担当者氏名
	
	所属
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ
	


様式第９の２（第１７条関係）
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金精算払請求書
（二酸化炭素排出量削減モデル住宅整備事業）
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付額確定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）の精算払を受けたいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第１７条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。
記
１　補助事業の名称　　　二酸化炭素排出量削減モデル住宅整備事業
２　請求金額            金               　　　円
３　請求金額の内訳
  　　　　　　　　　　                     　　　　               (単位：千円)
	 交付決定額
	 

	 確　定　額
	


４　振込先の金融機関及びその支店名並びに預金の種別、口座番号及び名義
	金融機関名
	（ふりがな）
	　銀行コード

	
	
	

	支店名
	（ふりがな）
	　支店コード

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	預金種類
	　普通　　　　当座　　　　その他（　　　　　）

	口座番号
	

	口座名義
	（ふりがな）

	
	


［手続代行者］
	郵便番号
	

	住　　　　所
	　　　　　都道           
        　府県

	会　 社 　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	担当者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	


様式第１０　(第１９条関係)
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）に係る
　　　　　消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書申請書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）について二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第１９条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の名称
２　補助金額（要綱第１６条第１項による額の確定額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る
仕入れ控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５　補助金返還相当額（４－３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
注１　補助事業の名称は、要綱第４条第１項の各号の事業名を記載すること。
  ２　別紙として積算の内容を添付すること。
様式第１１　(第２０条関係)
取　得　財　産　等　管　理　台　紙　（平成　　年度）
	　　財　産　名
　（備　品　名）
	　規　格
	数量
	　単 価
   (円)
	　金　額
  　 (円)
	取　得
年月日
	耐用
年数
	 保管場所

	
	
	
	
	
	
	
	


注１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が二酸化炭素排出抑制対策　　事業費等補助金（民間団体）交付要綱第２１条第１項に規定する処分制限額以上の財　　産とする。
　２　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は　　分割して記載すること。
　３　取得年月日は、検収年月日を記載すること。

様式第１２　（第２１条関係）
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　殿
　　　　　　　　　　補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）財産処分承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付事業に係る取得財産を次のとおり処分したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第２１条第３項の規定により下記のとおり申請します。
記
１　補助事業の名称                
２　取得財産等の品目
３　取得年月日     
４　取得価額及び時価
５　処分の方法     
６  処分の理由     
注　補助事業の名称は、要綱第４条第１項の各号の事業名を記載すること。
様式第１３（第２５条関係）
番　
号
年
月
日
環境大臣　殿
補助事業者
住所
氏名又は名称
代表者の職・氏名
　　　印
ＣＤＭ／ＪＩ設備補助事業　京都メカニズムによるクレジット移転報告書
平成 年 月 日付け 第 号で交付決定の通知を受けたＣＤＭ／ＪＩ設備補助事業（設備整備事業）に係る京都メカニズムによるクレジット（ＣＥＲ、ＥＲＵ又はＡＡＵ）の日本政府の保有口座への移転について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第２５条第３項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１．補助事業の名称
２．受領した補助金の額及び受領年月日
３．補助金千円当たりの移転クレジット量〔CO2換算トン／千円〕注1
４．移転しなければならないクレジット総量〔CO2換算トン〕注2
５．今回移転されたクレジットについて
（１）クレジット種別注3

（２）移転されたクレジット量〔CO2換算トン〕
（３）移転年月日
６．クレジット移転残量（次の算式を明示すること）
クレジット移転残量＝４．－５．－（これまでに移転済みのクレジット量）
注1　補助申請書において記載のものと相違ないこと。
注2　交付額確定通知書において記載のものと相違ないこと。
注3　移転されたＣＥＲ／ＥＲＵ／ＡＡＵのそれぞれの識別番号も記載すること。また、補助事業から発生したものか否かについても明記すること。
注：自然冷媒冷凍装置導入費用、比較対象フロン装置導入費用のそれぞれについて、見積書を添付すること。


　　また、撤去する既存装置の残存価額を加算する場合は、残存価額の証拠書類を添付すること。


　　裏面の記入要領を参照すること。








14

